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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下記一般式（１）で表される化合物。
【化１】

（前記一般式（１）において、Ａ１およびＡ２の一方は、置換もしくは無置換のピリミジ
ニル基、置換もしくは無置換のトリアジニル基、または置換もしくは無置換のキナゾリニ
ル基であり、他方は、置換もしくは無置換の環形成炭素数６～３０の芳香族炭化水素基を
表す。
　前記一般式（１）において、Ｙ１～Ｙ１６は、それぞれ独立に、ＣＲまたは窒素原子を
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表す。ただし、Ｙ５～Ｙ１２のうち、Ｌ３と結合しているものは炭素原子である。前記Ｃ
Ｒにおいて、Ｒは、互いに独立して、
　　水素原子、
　　置換もしくは無置換の環形成炭素数６～３０の芳香族炭化水素基、
　　置換もしくは無置換の環形成炭素数１～３０の芳香族複素環基、
　　置換もしくは無置換の炭素数１～３０の直鎖、分岐、もしくは環状のアルキル基、
　　置換もしくは無置換の炭素数１～３０のアルコキシ基、
　　置換もしくは無置換の環形成炭素数６～３０のアリールオキシ基、
　　置換もしくは無置換の炭素数７～３０のアラルキル基、
　　置換もしくは無置換の炭素数１～３０のハロアルキル基、
　　置換もしくは無置換の炭素数１～３０のハロアルコキシ基、
　　置換もしくは無置換の炭素数３～３０のアルキルシリル基、
　　置換もしくは無置換の炭素数８～４０のジアルキルアリールシリル基、
　　置換もしくは無置換の炭素数１３～５０のアルキルジアリールシリル基、
　　置換もしくは無置換の炭素数１８～６０のトリアリールシリル基、
　　置換もしくは無置換の炭素数２～３０のアルケニル基、
　　置換もしくは無置換の炭素数２～３０のアルキニル基、
　　ハロゲン原子、
　　シアノ基、
　　ヒドロキシル基、
　　ニトロ基、又は
　　カルボキシ基を表す。Ｒが複数存在する場合、複数のＲは、それぞれ同一または異な
る。ただし、Ｙ１～Ｙ１６のうち、隣接する２つがＣＲである場合、隣接するＣＲにおけ
るＲの一部同士が結合しない。
　前記一般式（１）において、Ｌ１およびＬ２は、それぞれ独立に、単結合、または置換
もしくは無置換の環形成炭素数６～３０の芳香族炭化水素化合物から誘導される二価の基
を表す。
　前記一般式（１）において、Ｌ３は、下記一般式（２）～（４）のいずれかで表される
連結基、または下記一般式（２）～（４）で表される連結基が組み合わされた複合連結基
を表す。）
【化２】

【化３】
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【化４】

（前記一般式（２）～（４）において、Ｙ１７～Ｙ３４は、それぞれ独立に、ＣＨ、また
は窒素原子を表す。
　前記一般式（２）～（４）において、ｎ、ｍおよびｐは、それぞれ独立に、１～５の整
数を表す。ただし、Ｌ３が上記一般式（２）～（４）で表される連結基が組み合わされた
複合連結基である場合、ｎ＋ｍ＋ｐは、１～５の整数である。）
【請求項２】
　請求項１に記載の化合物において、
　前記一般式（１）におけるＡ１およびＡ２の少なくともいずれかが、下記一般式（５）
で表される
　ことを特徴とする化合物。
【化５】

（前記一般式（５）において、Ｘ１～Ｘ５は、それぞれ独立に、ＣＲｂまたは窒素原子を
表す。ただし、Ｘ１～Ｘ５のうち少なくとも１つは窒素原子であり、Ｘ１～Ｘ５のうちＬ

１またはＬ２と結合しているものは炭素原子である。
　前記ＣＲｂにおいて、Ｒｂは、水素原子または置換基を表す。ただし、Ｘ１～Ｘ５のう
ち、隣接する２つがＣＲｂである場合、隣接するＣＲｂにおけるＲｂの一部同士が結合し
て環構造を形成していてもよい。
　Ｒｂが複数存在する場合、複数のＲｂはそれぞれ同一または異なる。）
【請求項３】
　請求項１または請求項２に記載の化合物において、
　前記一般式（２）～（４）におけるＹ１７～Ｙ３４が、ＣＨである
　ことを特徴とする化合物。
【請求項４】
　請求項１から請求項３までのいずれか一項に記載の化合物において、
　前記一般式（１）におけるＡ１またはＡ２の少なくともいずれかが、置換もしくは無置
換のピリミジニル基、または置換もしくは無置換のトリアジニル基である
　ことを特徴とする化合物。
【請求項５】
　請求項１から請求項４までのいずれか一項に記載の化合物において、
　前記一般式（２）におけるｎ、前記一般式（３）におけるｍ、前記一般式（４）におけ
るｐが、それぞれ独立に、１～３の整数を表す
　ことを特徴とする化合物。
【請求項６】
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　請求項１から請求項５までのいずれか一項に記載の化合物において、
　前記一般式（１）におけるＬ３が、上記一般式（２）で表される連結基である
　ことを特徴とする化合物。
【請求項７】
　請求項１から請求項６までのいずれか一項に記載の化合物において、
　前記一般式（１）で表される化合物が、下記一般式（６）～（８）のいずれかで表され
る
　ことを特徴とする化合物。
【化６】

【化７】

【化８】

（前記一般式（６）において、Ａ１、Ａ２、Ｙ１～Ｙ５、Ｙ７～Ｙ１０、Ｙ１２～Ｙ１６

、Ｌ１、Ｌ２およびＬ３は、それぞれ前記一般式（１）と同義であり、Ｙ６およびＹ１１

は炭素原子を表す。
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　前記一般式（７）において、Ａ１、Ａ２、Ｙ１～Ｙ５、Ｙ７～Ｙ９、Ｙ１１～Ｙ１６、
Ｌ１、Ｌ２およびＬ３は、それぞれ前記一般式（１）と同義であり、Ｙ６およびＹ１０は
炭素原子を表す。
　前記一般式（８）において、Ａ１、Ａ２、Ｙ１～Ｙ６、Ｙ８～Ｙ９、Ｙ１１～Ｙ１６、
Ｌ１、Ｌ２およびＬ３は、それぞれ前記一般式（１）と同義であり、Ｙ７およびＹ１０は
炭素原子を表す。）
【請求項８】
　請求項１から請求項７までのいずれか一項に記載の化合物において、
　前記一般式（１）におけるＹ５～Ｙ１２のうち、Ｌ３と結合しているものが炭素原子で
あり、それ以外のＹ５～Ｙ１２がＣＨである
　ことを特徴とする化合物。
【請求項９】
　請求項１から請求項８までのいずれか一項に記載の化合物を含む有機エレクトロルミネ
ッセンス素子用材料。
【請求項１０】
　陰極と、
　陽極と、
　前記陰極と前記陽極との間に配置され、発光層を含む１層以上の有機薄膜層と、
を有し、
　前記有機薄膜層の少なくとも１層が、請求項１から請求項８までのいずれか一項に記載
の化合物を含有する有機エレクトロルミネッセンス素子。
【請求項１１】
　請求項１０に記載の有機エレクトロルミネッセンス素子において、
　前記発光層が、請求項１から請求項８までのいずれか一項に記載の化合物を含有する
　ことを特徴とする有機エレクトロルミネッセンス素子。
【請求項１２】
　請求項１０または請求項１１に記載の有機エレクトロルミネッセンス素子において、
　前記発光層が、燐光発光性材料を含有する
　ことを特徴とする有機エレクトロルミネッセンス素子。
【請求項１３】
　請求項１２に記載の有機エレクトロルミネッセンス素子において、
　前記燐光発光性材料が、イリジウム（Ｉｒ）、オスミウム（Ｏｓ）、および白金（Ｐｔ
）から選択される金属原子のオルトメタル化錯体である
　ことを特徴とする有機エレクトロルミネッセンス素子。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、カルバゾール化合物、有機エレクトロルミネッセンス素子用材料および有機
エレクトロルミネッセンス素子に関する。
【背景技術】
【０００２】
　有機エレクトロルミネッセンス素子（以下、有機ＥＬ素子ということもある。）に電圧
を印加すると、陽極から正孔が、また陰極から電子が、それぞれ発光層に注入される。そ
して、発光層において、注入された正孔と電子とが再結合し、励起子が形成される。この
とき、電子スピンの統計則により、一重項励起子及び三重項励起子が２５％：７５％の割
合で生成する。発光原理に従って分類した場合、蛍光型では、一重項励起子による発光を
用いるため、有機ＥＬ素子の内部量子効率は２５％が限界といわれている。一方、燐光型
では、三重項励起子による発光を用いるため、一重項励起子から項間交差が効率的に行わ
れた場合には内部量子効率が１００％まで高められることが知られている。
【０００３】
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　従来、有機ＥＬ素子においては、蛍光型、及び燐光型の発光メカニズムに応じ、最適な
素子設計がなされてきた。特に燐光型の有機ＥＬ素子については、その発光特性から、蛍
光素子技術の単純な転用では高性能な素子が得られないことが知られている。その理由は
、一般的に以下のように考えられている。
　まず、燐光発光は、三重項励起子を利用した発光であるため、発光層に用いる化合物の
エネルギーギャップが大きくなくてはならない。何故なら、ある化合物の一重項エネルギ
ー（最低励起一重項状態と基底状態とのエネルギー差をいう。）の値は、通常、その化合
物の三重項エネルギー（最低励起三重項状態と基底状態とのエネルギー差をいう。）の値
よりも大きいからである。
　従って、燐光発光性ドーパント材料の三重項エネルギーを効率的に素子内に閉じ込める
ためには、まず、燐光発光性ドーパント材料の三重項エネルギーよりも大きな三重項エネ
ルギーを有するホスト材料を発光層に用いなければならない。さらに、発光層に隣接する
電子輸送層及び正孔輸送層を設ける際に、電子輸送層及び正孔輸送層にも燐光発光性ドー
パント材料よりも大きな三重項エネルギーを有する化合物を用いなければならない。この
ように、従来の有機ＥＬ素子の素子設計思想に基づく場合、燐光型の有機ＥＬ素子には、
蛍光型の有機ＥＬ素子に用いる化合物と比べて、より大きなエネルギーギャップを有する
化合物を用いることにつながる。その結果、燐光型の有機ＥＬ素子全体の駆動電圧が上昇
する。
【０００４】
　また、蛍光型の有機ＥＬ素子で有用であった酸化耐性や還元耐性の高い炭化水素系の化
合物は、π電子雲の拡がりが大きいため、エネルギーギャップが小さい。そのため、燐光
型の有機ＥＬ素子では、このような炭化水素系の化合物が選択され難く、酸素や窒素など
のヘテロ原子を含んだ有機化合物が選択される。しかし、ヘテロ原子を含んだ有機化合物
を発光層に用いた燐光型の有機ＥＬ素子は、蛍光型の有機ＥＬ素子と比較して、寿命が短
いという問題を有する。
【０００５】
　さらに、燐光発光性ドーパント材料の三重項励起子の励起子緩和速度が一重項励起子と
比較して非常に長いことも素子性能に大きな影響を与える。
　即ち、一重項励起子からの発光は、発光に繋がる緩和速度が速いため、発光層の周辺層
（例えば、正孔輸送層や電子輸送層）への励起子の拡散が起きにくく、効率的な発光が期
待される。
　一方、三重項励起子からの発光は、スピン禁制遷移に基づく発光であり、緩和速度が遅
い。そのため、励起子が発光層の周辺層へ拡散し易く、特定の燐光発光性化合物以外から
は熱的なエネルギー失活が起きてしまう。つまり、燐光型の有機ＥＬ素子においては、蛍
光型の有機ＥＬ素子と比較して、電子及び正孔の再結合領域のコントロールがより重要と
なる。
　以上のような理由より、燐光型の有機ＥＬ素子をより高性能化するためには、蛍光型の
有機ＥＬ素子と異なる材料選択及び素子設計が必要となる。
【０００６】
　燐光型の有機ＥＬ素子に用いられる化合物として、従来、カルバゾール誘導体が知られ
ている。カルバゾール誘導体は、高い三重項エネルギーを示し、且つ正孔輸送性材料の主
要骨格として知られるカルバゾール骨格を有する。カルバゾール誘導体は、有用な燐光ホ
スト材料として用いられていた。
　特許文献１及び２には、２つのカルバゾール環が連結基を介して結合した化合物を、有
機ＥＬ素子用材料として用いることが開示されている。また、特許文献３には、２つのカ
ルバゾールの９位（Ｎ位）同士が連結基Ｚを介して連結され、さらに、この連結基Ｚに含
窒素複素環基を導入したＮ，Ｎ－カルバゾール化合物を、有機ＥＬ素子用材料として用い
ることが開示されている。
　しかし、依然として有機ＥＬ素子の発光効率を向上させることが求められており、発光
効率を向上させることのできる化合物、および当該化合物を含む有機ＥＬ素子用材料の開
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発が望まれている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２００４－２１７５５７号公報
【特許文献２】特開２００４－２７３１２８号公報
【特許文献３】特開２００６－１９９６７９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明の目的は、有機エレクトロルミネッセンス素子の発光効率を向上させることがで
きる新規化合物、および当該化合物を含む有機エレクトロルミネッセンス素子用材料を提
供することである。さらに、本発明の目的は、当該化合物または当該有機エレクトロルミ
ネッセンス素子用材料を用い、有機エレクトロルミネッセンス素子の発光効率を向上させ
ることである。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明者らは、前記目的を達成するために鋭意研究を重ねた結果、２つのカルバゾール
またはアザカルバゾール（以下、これらをカルバゾール誘導体と称する。）が連結された
ビスカルバゾール誘導体において、２つのカルバゾール誘導体を特定の連結基で連結し、
さらに、連結された２つのカルバゾール誘導体のうち少なくともいずれかのカルバゾール
誘導体の９位に置換もしくは無置換の含窒素芳香族複素環基を直接または別の連結基を介
して結合させることで、当該ビスカルバゾール誘導体を用いた有機エレクトロルミネッセ
ンス素子の発光効率が向上することを見出した。
　本発明者らは、このような知見に基づいて、本発明を完成させた。
【００１０】
　本発明の化合物は、下記一般式（１）で表される。
【００１１】

【化１】

【００１２】
（前記一般式（１）において、Ａ１およびＡ２の一方は、置換もしくは無置換のピリミジ
ニル基、置換もしくは無置換のトリアジニル基、または置換もしくは無置換のキナゾリニ
ル基であり、他方は、置換もしくは無置換の環形成炭素数６～３０の芳香族炭化水素基を
表す。
　前記一般式（１）において、Ｙ１～Ｙ１６は、それぞれ独立に、ＣＲまたは窒素原子を
表す。ただし、Ｙ５～Ｙ１２のうち、Ｌ３と結合しているものは炭素原子である。前記Ｃ
Ｒにおいて、Ｒは、互いに独立して、
　　水素原子、
　　置換もしくは無置換の環形成炭素数６～３０の芳香族炭化水素基、
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　　置換もしくは無置換の環形成炭素数１～３０の芳香族複素環基、
　　置換もしくは無置換の炭素数１～３０の直鎖、分岐、もしくは環状のアルキル基、
　　置換もしくは無置換の炭素数１～３０のアルコキシ基、
　　置換もしくは無置換の環形成炭素数６～３０のアリールオキシ基、
　　置換もしくは無置換の炭素数７～３０のアラルキル基、
　　置換もしくは無置換の炭素数１～３０のハロアルキル基、
　　置換もしくは無置換の炭素数１～３０のハロアルコキシ基、
　　置換もしくは無置換の炭素数３～３０のアルキルシリル基、
　　置換もしくは無置換の炭素数８～４０のジアルキルアリールシリル基、
　　置換もしくは無置換の炭素数１３～５０のアルキルジアリールシリル基、
　　置換もしくは無置換の炭素数１８～６０のトリアリールシリル基、
　　置換もしくは無置換の炭素数２～３０のアルケニル基、
　　置換もしくは無置換の炭素数２～３０のアルキニル基、
　　ハロゲン原子、
　　シアノ基、
　　ヒドロキシル基、
　　ニトロ基、又は
　　カルボキシ基を表す。Ｒが複数存在する場合、複数のＲは、それぞれ同一または異な
る。ただし、Ｙ１～Ｙ１６のうち、隣接する２つがＣＲである場合、隣接するＣＲにおけ
るＲの一部同士が結合しない。
　前記一般式（１）において、Ｌ１およびＬ２は、それぞれ独立に、単結合、または置換
もしくは無置換の環形成炭素数６～３０の芳香族炭化水素化合物から誘導される二価の基
を表す。
　前記一般式（１）において、Ｌ３は、下記一般式（２）～（４）のいずれかで表される
連結基、または下記一般式（２）～（４）で表される連結基が組み合わされた複合連結基
を表す。）
【００１３】
【化２】

【００１４】
【化３】

【００１５】
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【化４】

【００１６】
（前記一般式（２）～（４）において、Ｙ１７～Ｙ３４は、それぞれ独立に、ＣＨ、また
は窒素原子を表す。
　前記一般式（２）～（４）において、ｎ、ｍおよびｐは、それぞれ独立に、１～５の整
数を表す。ただし、Ｌ３が上記一般式（２）～（４）で表される連結基が組み合わされた
複合連結基である場合、ｎ＋ｍ＋ｐは、１～５の整数である。）
【００１７】
　本発明の化合物において、
　前記一般式（１）におけるＡ１およびＡ２の少なくともいずれかが、下記一般式（５）
で表される
　ことが好ましい。
【００１８】

【化５】

【００１９】
（前記一般式（５）において、Ｘ１～Ｘ５は、それぞれ独立に、ＣＲｂまたは窒素原子を
表す。ただし、Ｘ１～Ｘ５のうち少なくとも１つは窒素原子であり、Ｘ１～Ｘ５のうちＬ

１またはＬ２と結合しているものは炭素原子である。
　前記ＣＲｂにおいて、Ｒｂは、水素原子または置換基を表す。ただし、Ｘ１～Ｘ５のう
ち、隣接する２つがＣＲｂである場合、隣接するＣＲｂにおけるＲｂの一部同士が結合し
て環構造を形成していてもよい。
　Ｒｂが複数存在する場合、複数のＲｂはそれぞれ同一または異なる。）
【００２０】
　本発明の化合物において、
　前記一般式（２）～（４）におけるＹ１７～Ｙ３４が、ＣＨである
　ことが好ましい。
【００２１】
　本発明の化合物において、
　前記一般式（１）におけるＡ１またはＡ２の少なくともいずれかが、置換もしくは無置
換のピリミジニル基、または置換もしくは無置換のトリアジニル基である
　ことが好ましい。
【００２２】
　本発明の化合物において、
　前記一般式（２）におけるｎ、前記一般式（３）におけるｍ、前記一般式（４）におけ



(10) JP 6060095 B2 2017.1.11

10

20

30

40

50

るｐが、それぞれ独立に、１～３の整数を表す
　ことが好ましい。
【００２３】
　本発明の化合物において、
　前記一般式（１）におけるＬ３が、上記一般式（２）で表される連結基である
　ことが好ましい。
【００２４】
　本発明の化合物において、
　前記一般式（１）で表される化合物が、下記一般式（６）～（８）のいずれかで表され
る
　ことが好ましい。
【００２５】
【化６】

【００２６】
【化７】

【００２７】
【化８】
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【００２８】
（前記一般式（６）において、Ａ１、Ａ２、Ｙ１～Ｙ５、Ｙ７～Ｙ１０、Ｙ１２～Ｙ１６

、Ｌ１、Ｌ２およびＬ３は、それぞれ前記一般式（１）と同義であり、Ｙ６およびＹ１１

は炭素原子を表す。
　前記一般式（７）において、Ａ１、Ａ２、Ｙ１～Ｙ５、Ｙ７～Ｙ９、Ｙ１１～Ｙ１６、
Ｌ１、Ｌ２およびＬ３は、それぞれ前記一般式（１）と同義であり、Ｙ６およびＹ１０は
炭素原子を表す。
　前記一般式（８）において、Ａ１、Ａ２、Ｙ１～Ｙ６、Ｙ８～Ｙ９、Ｙ１１～Ｙ１６、
Ｌ１、Ｌ２およびＬ３は、それぞれ前記一般式（１）と同義であり、Ｙ７およびＹ１０は
炭素原子を表す。）
【００２９】
　本発明の化合物において、
　前記一般式（１）におけるＹ５～Ｙ１２のうち、Ｌ３と結合しているものが炭素原子で
あり、それ以外のＹ５～Ｙ１２がＣＨである
　ことが好ましい。
【００３１】
　本発明の有機ＥＬ素子用材料は、上記本発明の化合物のいずれかを含む。
【００３２】
　本発明の有機エレクトロルミネッセンス素子は、
　陰極と、
　陽極と、
　前記陰極と前記陽極との間に配置された、発光層を含む１層以上の有機薄膜層と、を有
し、
　前記有機薄膜層の少なくとも１層が、上記本発明の化合物のいずれかを含有する。
【００３３】
　本発明の有機エレクトロルミネッセンス素子において、
　前記発光層が、上記本発明の化合物のいずれかを含有する
　ことが好ましい。
【００３４】
　本発明の有機エレクトロルミネッセンス素子において、
　前記発光層が、燐光発光性材料を含有する
　ことが好ましい。
【００３５】
　本発明の有機エレクトロルミネッセンス素子において、
　前記燐光発光性材料が、イリジウム（Ｉｒ）、オスミウム（Ｏｓ）、および白金（Ｐｔ
）から選択される金属原子のオルトメタル化錯体である
　ことが好ましい。
【００３６】
　本発明によれば、有機エレクトロルミネッセンス素子の発光効率を向上させることがで
きる新規化合物、当該化合物を含む有機エレクトロルミネッセンス素子用材料を提供する
ことができる。さらに、本発明によれば、当該化合物または当該有機エレクトロルミネッ
センス素子用材料を用い、有機エレクトロルミネッセンス素子の発光効率を向上させるこ
とができる。
【図面の簡単な説明】
【００３７】
【図１】本発明の実施形態に係る有機ＥＬ素子の一例の概略構成を示す図である。
【図２Ａ】化合物Ａの化学式を示す図でありる。
【図２Ｂ】前記化合物Ａの分子軌道図を示す図である。
【図３Ａ】化合物Ｂの化学式を示す図である。
【図３Ｂ】前記化合物Ｂの分子軌道図を示す図である。
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【００３８】
　以下、本発明について具体的に説明する。
［化合物］
　本発明の化合物は、下記一般式（１）で表される。
【００３９】
【化９】

【００４０】
　前記一般式（１）において、Ａ１およびＡ２は、それぞれ独立に、置換もしくは無置換
の環形成炭素数６～３０の芳香族炭化水素基、または置換もしくは無置換の環形成炭素数
１～３０の芳香族複素環基を表す。ただし、Ａ1およびＡ２の少なくとも１つは、置換も
しくは無置換の含窒素芳香族複素環基を表す。
【００４１】
　前記一般式（１）において、Ｙ１～Ｙ１６は、それぞれ独立に、ＣＲまたは窒素原子を
表す。ただし、Ｙ５～Ｙ１２のうち、Ｌ３と結合しているものは炭素原子である。
　前記ＣＲは、炭素原子（Ｃ）に、Ｒが結合したものである。
　前記ＣＲにおいて、Ｒは、互いに独立して、水素原子、置換もしくは無置換の環形成炭
素数６～３０の芳香族炭化水素基、置換もしくは無置換の環形成炭素数１～３０の芳香族
複素環基、置換もしくは無置換の炭素数１～３０の直鎖、分岐、もしくは環状のアルキル
基、置換もしくは無置換の炭素数１～３０のアルコキシ基、置換もしくは無置換の環形成
炭素数６～３０のアリールオキシ基、置換もしくは無置換の炭素数７～３０のアラルキル
基、置換もしくは無置換の炭素数１～３０のハロアルキル基、置換もしくは無置換の炭素
数１～３０のハロアルコキシ基、置換もしくは無置換の炭素数３～３０のアルキルシリル
基、置換もしくは無置換の炭素数８～４０のジアルキルアリールシリル基、置換もしくは
無置換の炭素数１３～５０のアルキルジアリールシリル基、置換もしくは無置換の炭素数
１８～６０のトリアリールシリル基、ハロゲン原子、シアノ基、ヒドロキシル基、ニトロ
基、又はカルボキシ基を表す。Ｒが複数存在する場合、複数のＲは、それぞれ同一または
異なる。ただし、Ｙ１～Ｙ１６のうち、隣接する２つがＣＲである場合、隣接するＣＲに
おけるＲの一部同士が結合して環構造を形成していてもよい。
【００４２】
　本発明の化合物において、前記一般式（１）におけるＡ１およびＡ２の少なくともいず
れかが、下記一般式（５）で表されることが好ましい。
【００４３】



(13) JP 6060095 B2 2017.1.11

10

20

30

40

50

【化１０】

【００４４】
　前記一般式（５）において、Ｘ１～Ｘ５は、それぞれ独立に、ＣＲｂまたは窒素原子を
表す。このＣＲｂは、炭素原子（Ｃ）に、Ｒｂが結合したものである。
　ただし、Ｘ１～Ｘ５のうち少なくとも１つは窒素原子であり、Ｘ１～Ｘ５のうちＬ１ま
たはＬ２と結合しているものは炭素原子である。
　前記ＣＲｂにおいて、Ｒｂは、水素原子または置換基を表す。ただし、Ｘ１～Ｘ５のう
ち、隣接する２つがＣＲｂである場合、隣接するＣＲｂにおけるＲｂの一部同士が結合し
て環構造を形成していてもよい。
　Ｒｂが複数存在する場合、複数のＲｂはそれぞれ同一または異なる。
　前記ＣＲｂにおいて、Ｒｂである置換基としては、前記ＣＲにおけるＲで挙げた基から
水素原子を除いた基が挙げられる。
　前記一般式（５）の前記ＣＲｂにおけるＲｂは、水素、置換もしくは無置換の環形成炭
素数６～３０の芳香族炭化水素基、または、置換もしくは無置換の環形成炭素数１～３０
の芳香族複素環基であることが好ましい。
【００４５】
　前記一般式（５）で表される含窒素芳香族複素環基は、ピリミジン骨格を有する複素環
基、またはトリアジン骨格を有する複素環基であることが好ましい。
　ピリミジン骨格を有する複素環基としては、例えば、置換もしくは無置換のピリミジニ
ル基が挙げられる。ピリミジニル基としては、２－ピリミジニル基、４－ピリミジニル基
、５－ピリミジニル基、６－ピリミジニル基が挙げられる。
　トリアジン骨格を有する複素環基としては、例えば、置換もしくは無置換のトリアジニ
ル基が挙げられる。トリアジニル基は、トリアジン環から形成される基であって、トリア
ジン環には、１，２，３－トリアジン、１，２，４－トリアジン、１，３，５－トリアジ
ンの３種がある。トリアジニル基としては、１，２，３－トリアジン－４－イル基、１，
２，４－トリアジン－３－イル基、１，３，５－トリアジン－２－イル基などが挙げられ
る。
【００４６】
　本発明の化合物において、前記一般式（１）におけるＡ１またはＡ２の少なくともいず
れかが、置換もしくは無置換のピリミジニル基、または置換もしくは無置換のトリアジニ
ル基であることが好ましい。
　Ａ１またはＡ２の位置にピリミジニル基またはトリアジニル基を結合させることで、他
の含窒素芳香族複素環基である、例えば、イミダゾピリジニル基の場合と比べて、ビスカ
ルバゾール誘導体の正孔および電子に対する耐性が向上すると考えられる。
【００４７】
　前記一般式（１）において、Ｌ１およびＬ２は、それぞれ独立に、単結合もしくは連結
基を表す。
　前記一般式（１）のＬ１およびＬ２における連結基としては、置換もしくは無置換の環
形成炭素数６～３０の芳香族炭化水素化合物から誘導される二価の基、または置換もしく
は無置換の環形成炭素数１～３０の芳香族複素環式化合物から誘導される二価の基である
ことが好ましい。
　Ｌ１およびＬ２の少なくとも一方が、単結合である場合、正孔輸送性が向上する。
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　Ｌ１およびＬ２の少なくとも一方が、置換もしくは無置換の環形成炭素数６～３０の芳
香族炭化水素化合物から誘導される二価の基、または置換もしくは無置換の環形成炭素数
１～３０の芳香族複素環式化合物から誘導される二価の基である場合、電子輸送性が向上
する傾向がある。
　それゆえ、本発明の化合物のキャリア輸送性のバランス調整を目的として、Ｌ１および
Ｌ２を適宜選択することが望ましい。このように、Ｌ１およびＬ２を適宜選択することは
、本発明の化合物を有機ＥＬ素子における発光層のホスト材料に用いる場合にも有効であ
る。
　なお、Ｌ１およびＬ２において、置換基を有する場合、この置換基としては、前記ＣＲ
におけるＲで挙げた基から水素原子を除いた基が挙げられる。
【００４８】
　前記一般式（１）において、Ｌ３は、下記一般式（２）～（４）のいずれかで表される
連結基、または下記一般式（２）～（４）で表される連結基が組み合わされた複合連結基
を表す。
【００４９】
【化１１】

【００５０】
【化１２】

【００５１】
【化１３】

【００５２】
　前記一般式（２）～（４）において、Ｙ１７～Ｙ３４は、それぞれ独立に、ＣＨ、また
は窒素原子を表す。このＣＨは、炭素原子（Ｃ）に、水素原子（Ｈ）が結合したものを表
す。
　前記一般式（２）～（４）において、ｎ、ｍおよびｐは、それぞれ独立に、１～５の整
数を表す。ただし、Ｌ３が上記一般式（２）～（４）で表される連結基が組み合わされた
複合連結基である場合、ｎ＋ｍ＋ｐは、１～５の整数であり、好ましくは２～５の整数で
あり、より好ましくは２～４の整数であり、さらに好ましくは２又は３である。複合連結
基としては、上記一般式（２）～（４）で表される連結基を任意に組み合わせて構成する
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ことができる。好ましい複合連結基としては、例えば、次の組合せの構造が挙げられる。
【００５３】
【化１４】

【００５４】
　本発明の化合物において、前記一般式（１）で表される化合物が、下記一般式（６）～
（８）のいずれかで表されることが好ましい。
【００５５】

【化１５】

【００５６】
【化１６】

【００５７】
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【００５８】
　前記一般式（６）において、Ａ１、Ａ２、Ｙ１～Ｙ５、Ｙ７～Ｙ１０、Ｙ１２～Ｙ１６

、Ｌ１、Ｌ２およびＬ３は、それぞれ前記一般式（１）と同義であり、Ｙ６およびＹ１１

は炭素原子を表す。
　前記一般式（７）において、Ａ１、Ａ２、Ｙ１～Ｙ５、Ｙ７～Ｙ９、Ｙ１１～Ｙ１６、
Ｌ１、Ｌ２およびＬ３は、それぞれ前記一般式（１）と同義であり、Ｙ６およびＹ１０は
炭素原子を表す。
　前記一般式（８）において、Ａ１、Ａ２、Ｙ１～Ｙ６、Ｙ８～Ｙ９、Ｙ１１～Ｙ１６、
Ｌ１、Ｌ２およびＬ３は、それぞれ前記一般式（１）と同義であり、Ｙ７およびＹ１０は
炭素原子を表す。
【００５９】
　本発明の化合物において、前記一般式（１）におけるＹ５～Ｙ１２のうち、Ｌ３と結合
しているものが炭素原子であり、それ以外のＹ５～Ｙ１２がＣＨであることが好ましい。
この場合、例えば、前記一般式（６）～（８）は、次の一般式（６Ａ）～（９Ａ）で表さ
れる。
【００６０】
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【００６１】
　本発明の化合物において、前記一般式（２）～（４）におけるＹ１７～Ｙ３４が、ＣＨ
であることが好ましく、それぞれ、下記一般式（２Ａ）～（４Ａ）で表される。
【００６２】
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【化１９】

【００６３】
　また、複合連結基においてもＹ１７～Ｙ３４が、ＣＨであることが好ましく、例えば、
次のような構造が挙げられる。
【００６４】

【化２０】

【００６５】
　本発明の化合物において、前記一般式（２）におけるｎ、前記一般式（３）におけるｍ
、前記一般式（４）におけるｐが、それぞれ独立に、１～３の整数を表すことが好ましい
。
【００６６】
　本発明の化合物において、前記一般式（１）におけるＬ３が、上記一般式（２）で表さ
れる連結基であることが好ましく、上記一般式（２Ａ）で表される連結基であることがさ
らに好ましい。そして、上記一般式（２Ａ）においてｎが１または２であることがより好
ましく、ｎが１であることが特に好ましい。
【００６７】
　前記一般式（１），（６）～（８）における環形成炭素数６～３０の芳香族炭化水素基
としては、例えば、フェニル基、１－ナフチル基、２－ナフチル基、１－アントリル基、
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２－アントリル基、９－アントリル基、ベンズアントリル基、１－フェナントリル基、２
－フェナントリル基、３－フェナントリル基、４－フェナントリル基、９－フェナントリ
ル基、ナフタセニル基、ピレニル基、１－クリセニル基、２－クリセニル基、３－クリセ
ニル基、４－クリセニル基、５－クリセニル基、６－クリセニル基、ベンゾ［ｃ］フェナ
ントリル基、ベンゾ［ｇ］クリセニル基、１－トリフェニレニル基、２－トリフェニレニ
ル基、３－トリフェニレニル基、４－トリフェニレニル基、１－フルオレニル基、２－フ
ルオレニル基、３－フルオレニル基、４－フルオレニル基、９－フルオレニル基、２-ス
ピロビフルオレニル基、３－スピロビフルオレニル基、ベンゾフルオレニル基、ジベンゾ
フルオレニル基、２－ビフェニルイル基、３－ビフェニルイル基、４－ビフェニルイル基
、ｏ－ターフェニル基、ｍ－ターフェニル－４－イル基、ｍ－ターフェニル－３－イル基
、ｍ－ターフェニル－２－イル基、ｐ－ターフェニル－４－イル基、ｐ－ターフェニル－
３－イル基、ｐ－ターフェニル－２－イル基、ｍ－クウォーターフェニル基、３－フルオ
ランテニル基、４－フルオランテニル基、８－フルオランテニル基、９－フルオランテニ
ル基、ベンゾフルオランテニル基、ｏ－トリル基、ｍ－トリル基、ｐ－トリル基、２，３
－キシリル基、３，４－キシリル基、２，５－キシリル基、メシチル基、ｏ－クメニル基
、ｍ－クメニル基、ｐ－クメニル基、ｐ－ｔ－ブチルフェニル基、ｐ－（２－フェニルプ
ロピル）フェニル基、４’－メチルビフェニルイル基、４”－ｔ－ブチル－ｐ－ターフェ
ニル－４－イル基が挙げられる。
　前記一般式（１），（６）～（８）における芳香族炭化水素基としては、環形成炭素数
が６～２０であることが好ましく、６～１２であることがより好ましい。上記芳香族炭化
水素基の中でもフェニル基、ビフェニル基、ナフチル基、フェナントリル基、ターフェニ
ル基、フルオレニル基、トリフェニレニル基が特に好ましい。１－フルオレニル基、２－
フルオレニル基、３－フルオレニル基および４－フルオレニル基については、９位の炭素
原子に、前記一般式（１），（６）～（８）における置換もしくは無置換の炭素数１～３
０のアルキル基、または環形成炭素数６～３０の芳香族炭化水素基が置換されていること
が好ましい。
【００６８】
　前記一般式（１），（６）～（８）における環形成炭素数１～３０の芳香族複素環基と
しては、例えば、ピロリル基、ピラジニル基、ピリジニル基、インドリル基、イソインド
リル基、イミダゾリル基、フリル基、ベンゾフラニル基、イソベンゾフラニル基、ジベン
ゾフラニル基、ジベンゾチオフェニル基、キノリル基、イソキノリル基、キノキサリニル
基、カルバゾリル基、フェナントリジニル基、アクリジニル基、フェナントロリニル基、
フェナジニル基、フェノチアジニル基、フェノキサジニル基、オキサゾリル基、オキサジ
アゾリル基、フラザニル基、チエニル基、ベンゾチオフェニル基、およびピリジン環、ピ
ラジン環、ピリミジン環、ピリダジン環、トリアジン環、インドール環、キノリン環、ア
クリジン環、ピロリジン環、ジオキサン環、ピペリジン環、モルフォリン環、ピペラジン
環、カルバゾール環、フラン環、チオフェン環、オキサゾール環、オキサジアゾール環、
ベンゾオキサゾール環、チアゾール環、チアジアゾール環、ベンゾチアゾール環、トリア
ゾール環、イミダゾール環、ベンゾイミダゾール環、ピラン環、ジベンゾフラン環から形
成される基が挙げられる。
【００６９】
　さらに具体的には、１－ピロリル基、２－ピロリル基、３－ピロリル基、ピラジニル基
、２－ピリジニル基、２－ピリミジニル基、４－ピリミジニル基、５－ピリミジニル基、
６－ピリミジニル基、１，２，３－トリアジン－４－イル基、１，２，４－トリアジン－
３－イル基、１，３，５－トリアジン－２－イル基、１－イミダゾリル基、２－イミダゾ
リル基、１－ピラゾリル基、１－インドリジニル基、２－インドリジニル基、３－インド
リジニル基、５－インドリジニル基、６－インドリジニル基、７－インドリジニル基、８
－インドリジニル基、２－イミダゾピリジニル基、３－イミダゾピリジニル基、５－イミ
ダゾピリジニル基、６－イミダゾピリジニル基、７－イミダゾピリジニル基、８－イミダ
ゾピリジニル基、３－ピリジニル基、４－ピリジニル基、１－インドリル基、２－インド
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リル基、３－インドリル基、４－インドリル基、５－インドリル基、６－インドリル基、
７－インドリル基、１－イソインドリル基、２－イソインドリル基、３－イソインドリル
基、４－イソインドリル基、５－イソインドリル基、６－イソインドリル基、７－イソイ
ンドリル基、２－フリル基、３－フリル基、２－ベンゾフラニル基、３－ベンゾフラニル
基、４－ベンゾフラニル基、５－ベンゾフラニル基、６－ベンゾフラニル基、７－ベンゾ
フラニル基、１－イソベンゾフラニル基、３－イソベンゾフラニル基、４－イソベンゾフ
ラニル基、５－イソベンゾフラニル基、６－イソベンゾフラニル基、７－イソベンゾフラ
ニル基、２－キノリル基、３－キノリル基、４－キノリル基、５－キノリル基、６－キノ
リル基、７－キノリル基、８－キノリル基、１－イソキノリル基、３－イソキノリル基、
４－イソキノリル基、５－イソキノリル基、６－イソキノリル基、７－イソキノリル基、
８－イソキノリル基、２－キノキサリニル基、５－キノキサリニル基、６－キノキサリニ
ル基、１－カルバゾリル基、２－カルバゾリル基、３－カルバゾリル基、４－カルバゾリ
ル基、９－カルバゾリル基、アザカルバゾリル－１－イル基、アザカルバゾリル－２－イ
ル基、アザカルバゾリル－３－イル基、アザカルバゾリル－４－イル基、アザカルバゾリ
ル－５－イル基、アザカルバゾリル－６－イル基、アザカルバゾリル－７－イル基、アザ
カルバゾリル－８－イル基、アザカルバゾリル－９－イル基、１－フェナントリジニル基
、２－フェナントリジニル基、３－フェナントリジニル基、４－フェナントリジニル基、
６－フェナントリジニル基、７－フェナントリジニル基、８－フェナントリジニル基、９
－フェナントリジニル基、１０－フェナントリジニル基、１－アクリジニル基、２－アク
リジニル基、３－アクリジニル基、４－アクリジニル基、９－アクリジニル基、１，７－
フェナントロリン－２－イル基、１，７－フェナントロリン－３－イル基、１，７－フェ
ナントロリン－４－イル基、１，７－フェナントロリン－５－イル基、１，７－フェナン
トロリン－６－イル基、１，７－フェナントロリン－８－イル基、１，７－フェナントロ
リン－９－イル基、１，７－フェナントロリン－１０－イル基、１，８－フェナントロリ
ン－２－イル基、１，８－フェナントロリン－３－イル基、１，８－フェナントロリン－
４－イル基、１，８－フェナントロリン－５－イル基、１，８－フェナントロリン－６－
イル基、１，８－フェナントロリン－７－イル基、１，８－フェナントロリン－９－イル
基、１，８－フェナントロリン－１０－イル基、１，９－フェナントロリン－２－イル基
、１，９－フェナントロリン－３－イル基、１，９－フェナントロリン－４－イル基、１
，９－フェナントロリン－５－イル基、１，９－フェナントロリン－６－イル基、１，９
－フェナントロリン－７－イル基、１，９－フェナントロリン－８－イル基、１，９－フ
ェナントロリン－１０－イル基、１，１０－フェナントロリン－２－イル基、１，１０－
フェナントロリン－３－イル基、１，１０－フェナントロリン－４－イル基、１，１０－
フェナントロリン－５－イル基、２，９－フェナントロリン－１－イル基、２，９－フェ
ナントロリン－３－イル基、２，９－フェナントロリン－４－イル基、２，９－フェナン
トロリン－５－イル基、２，９－フェナントロリン－６－イル基、２，９－フェナントロ
リン－７－イル基、２，９－フェナントロリン－８－イル基、２，９－フェナントロリン
－１０－イル基、２，８－フェナントロリン－１－イル基、２，８－フェナントロリン－
３－イル基、２，８－フェナントロリン－４－イル基、２，８－フェナントロリン－５－
イル基、２，８－フェナントロリン－６－イル基、２，８－フェナントロリン－７－イル
基、２，８－フェナントロリン－９－イル基、２，８－フェナントロリン－１０－イル基
、２，７－フェナントロリン－１－イル基、２，７－フェナントロリン－３－イル基、２
，７－フェナントロリン－４－イル基、２，７－フェナントロリン－５－イル基、２，７
－フェナントロリン－６－イル基、２，７－フェナントロリン－８－イル基、２，７－フ
ェナントロリン－９－イル基、２，７－フェナントロリン－１０－イル基、１－フェナジ
ニル基、２－フェナジニル基、１－フェノチアジニル基、２－フェノチアジニル基、３－
フェノチアジニル基、４－フェノチアジニル基、１０－フェノチアジニル基、１－フェノ
キサジニル基、２－フェノキサジニル基、３－フェノキサジニル基、４－フェノキサジニ
ル基、１０－フェノキサジニル基、２－オキサゾリル基、４－オキサゾリル基、５－オキ
サゾリル基、２－オキサジアゾリル基、５－オキサジアゾリル基、３－フラザニル基、２
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－チエニル基、３－チエニル基、２－メチルピロール－１－イル基、２－メチルピロール
－３－イル基、２－メチルピロール－４－イル基、２－メチルピロール－５－イル基、３
－メチルピロール－１－イル基、３－メチルピロール－２－イル基、３－メチルピロール
－４－イル基、３－メチルピロール－５－イル基、２－ｔ－ブチルピロール－４－イル基
、３－（２－フェニルプロピル）ピロール－１－イル基、２－メチル－１－インドリル基
、４－メチル－１－インドリル基、２－メチル－３－インドリル基、４－メチル－３－イ
ンドリル基、２－ｔ－ブチル－１－インドリル基、４－ｔ－ブチル－１－インドリル基、
２－ｔ－ブチル－３－インドリル基、４－ｔ－ブチル－３－インドリル基、１－ジベンゾ
フラニル基、２－ジベンゾフラニル基、３－ジベンゾフラニル基、４－ジベンゾフラニル
基、１－ジベンゾチオフェニル基、２－ジベンゾチオフェニル基、３－ジベンゾチオフェ
ニル基、４－ジベンゾチオフェニル基、１－シラフルオレニル基、２－シラフルオレニル
基、３－シラフルオレニル基、４－シラフルオレニル基、１－ゲルマフルオレニル基、２
－ゲルマフルオレニル基、３－ゲルマフルオレニル基、４－ゲルマフルオレニル基が挙げ
られる。
【００７０】
　前記一般式（１），（６）～（８）における複素環基の環形成炭素数は、１～２０であ
ることが好ましく、１～１４であることがさらに好ましい。上記複素環基の中でも１－ジ
ベンゾフラニル基、２－ジベンゾフラニル基、３－ジベンゾフラニル基、４－ジベンゾフ
ラニル基、１－ジベンゾチオフェニル基、２－ジベンゾチオフェニル基、３－ジベンゾチ
オフェニル基、４－ジベンゾチオフェニル基、２－ピリジニル基、２－イミダゾピリジニ
ル基、３－イミダゾピリジニル基、５－イミダゾピリジニル基、６－イミダゾピリジニル
基、７－イミダゾピリジニル基、８－イミダゾピリジニル基、３－ピリジニル基、４－ピ
リジニル基、１－イミダゾリル基、２－イミダゾリル基、２－キノリル基、３－キノリル
基、４－キノリル基、５－キノリル基、６－キノリル基、７－キノリル基、８－キノリル
基、フェナントロリニル基、トリアジン環、またはベンゾイミダゾール環から形成される
基が好ましい。
【００７１】
　前記一般式（１），（６）～（８）における炭素数１～３０のアルキル基としては、直
鎖、分岐鎖又は環状のいずれであってもよい。直鎖または分岐鎖のアルキル基としては、
例えば、メチル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ｎ－ブチル基、ｓ－ブチル
基、イソブチル基、ｔ－ブチル基、ｎ－ペンチル基、ｎ－ヘキシル基、ｎ－ヘプチル基、
ｎ－オクチル基、ｎ－ノニル基、ｎ－デシル基、ｎ－ウンデシル基、ｎ－ドデシル基、ｎ
－トリデシル基、ｎ－テトラデシル基、ｎ－ペンタデシル基、ｎ－ヘキサデシル基、ｎ－
ヘプタデシル基、ｎ－オクタデシル基、ネオペンチル基、１－メチルペンチル基、２－メ
チルペンチル基、１－ペンチルヘキシル基、１－ブチルペンチル基、１－ヘプチルオクチ
ル基、３－メチルペンチル基、ヒドロキシメチル基、１－ヒドロキシエチル基、２－ヒド
ロキシエチル基、２－ヒドロキシイソブチル基、１，２－ジヒドロキシエチル基、１，３
－ジヒドロキシイソプロピル基、２，３－ジヒドロキシ－ｔ－ブチル基、１，２，３－ト
リヒドロキシプロピル基、クロロメチル基、１－クロロエチル基、２－クロロエチル基、
２－クロロイソブチル基、１，２－ジクロロエチル基、１，３－ジクロロイソプロピル基
、２，３－ジクロロ－ｔ－ブチル基、１，２，３－トリクロロプロピル基、ブロモメチル
基、１－ブロモエチル基、２－ブロモエチル基、２－ブロモイソブチル基、１，２－ジブ
ロモエチル基、１，３－ジブロモイソプロピル基、２，３－ジブロモ－ｔ－ブチル基、１
，２，３－トリブロモプロピル基、ヨードメチル基、１－ヨードエチル基、２－ヨードエ
チル基、２－ヨードイソブチル基、１，２－ジヨードエチル基、１，３－ジヨードイソプ
ロピル基、２，３－ジヨード－ｔ－ブチル基、１，２，３－トリヨードプロピル基、アミ
ノメチル基、１－アミノエチル基、２－アミノエチル基、２－アミノイソブチル基、１，
２－ジアミノエチル基、１，３－ジアミノイソプロピル基、２，３－ジアミノ－ｔ－ブチ
ル基、１，２，３－トリアミノプロピル基、シアノメチル基、１－シアノエチル基、２－
シアノエチル基、２－シアノイソブチル基、１，２－ジシアノエチル基、１，３－ジシア
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ノイソプロピル基、２，３－ジシアノ－ｔ－ブチル基、１，２，３－トリシアノプロピル
基、ニトロメチル基、１－ニトロエチル基、２－ニトロエチル基、１，２－ジニトロエチ
ル基、２，３－ジニトロ－ｔ－ブチル基、１，２，３－トリニトロプロピル基が挙げられ
る。
　環状のアルキル基（シクロアルキル基）としては、例えば、シクロプロピル基、シクロ
ブチル基、シクロペンチル基、シクロヘキシル基、４－メチルシクロヘキシル基、１－ア
ダマンチル基、２－アダマンチル基、１－ノルボルニル基、２－ノルボルニル基等が挙げ
られる。
【００７２】
　前記一般式（１），（６）～（８）における直鎖または分岐鎖のアルキル基の炭素数は
、１～１０であることが好ましく、１～６であることがさらに好ましい。上記直鎖または
分岐鎖のアルキル基の中でもメチル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ｎ－ブ
チル基、ｓ－ブチル基、イソブチル基、ｔ－ブチル基、ｎ－ペンチル基、ｎ－ヘキシル基
が好ましい。
　前記一般式（１），（６）～（８）におけるシクロアルキル基の環形成炭素数は、３～
１０であることが好ましく、５～８であることがさらに好ましい。上記シクロアルキル基
の中でも、シクロペンチル基やシクロヘキシル基が好ましい。
【００７３】
　前記一般式（１），（６）～（８）における炭素数１～３０のハロアルキル基としては
、例えば、上記炭素数１～３０のアルキル基が１以上のハロゲン基で置換されたものが挙
げられる。具体的には、フルオロメチル基、ジフルオロメチル基、トリフルオロメチル基
、フルオロエチル基、トリフルオロメチルメチル基等が挙げられる。
　前記一般式（１），（６）～（８）における炭素数２～３０のアルケニル基としては、
直鎖、分岐鎖又は環状のいずれであってもよく、例えば、ビニル、プロペニル、ブテニル
、オレイル、エイコサペンタエニル、ドコサヘキサエニル、スチリル、２，２－ジフェニ
ルビニル、１，２，２－トリフェニルビニル、２－フェニル－２－プロペニル等が挙げら
れる。上述したアルケニル基の中でもビニル基が好ましい。
　前記一般式（１），（６）～（８）における炭素数２～３０のアルキニル基としては、
直鎖、分岐鎖又は環状のいずれであってもよく、例えば、エチニル、プロピニル、２－フ
ェニルエチニル等が挙げられる。上述したアルキニル基の中でもエチニル基が好ましい。
【００７４】
　前記一般式（１），（６）～（８）における炭素数３～３０のアルキルシリル基として
は、上記炭素数１～３０のアルキル基で例示したアルキル基を有するトリアルキルシリル
基が挙げられ、具体的にはトリメチルシリル基、トリエチルシリル基、トリ－ｎ－ブチル
シリル基、トリ－ｎ－オクチルシリル基、トリイソブチルシリル基、ジメチルエチルシリ
ル基、ジメチルイソプロピルシリル基、ジメチル－ｎ－プロピルシリル基、ジメチル－ｎ
－ブチルシリル基、ジメチル－ｔ－ブチルシリル基、ジエチルイソプロピルシリル基、ビ
ニルジメチルシリル基、プロピルジメチルシリル基、トリイソプロピルシリル基等が挙げ
られる。トリアルキルシリル基における３つのアルキル基は、それぞれ同一でも異なって
いてもよい。
【００７５】
　前記一般式（１），（６）～（８）における炭素数８～４０のジアルキルアリールシリ
ル基としては、例えば、上記炭素数１～３０のアルキル基で例示したアルキル基を２つ有
し、上記環形成炭素数６～３０の芳香族炭化水素基を１つ有するジアルキルアリールシリ
ル基が挙げられる。ジアルキルアリールシリル基の炭素数は、８～３０であることが好ま
しい。ジアルキルアリールシリル基における２つのアルキル基は、それぞれ同一でも異な
っていてもよい。
　前記一般式（１），（６）～（８）における炭素数１３～５０のアルキルジアリールシ
リル基としては、例えば、上記炭素数１～３０のアルキル基で例示したアルキル基を１つ
有し、上記環形成炭素数６～３０の芳香族炭化水素基を２つ有するアルキルジアリールシ
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リル基が挙げられる。アルキルジアリールシリル基の炭素数は、１３～３０であることが
好ましい。アルキルジアリールシリル基において、２つのアリール基は、それぞれ同一で
も異なっていてもよい。
　前記一般式（１），（６）～（８）における炭素数１８～６０のトリアリールシリル基
としては、例えば、上記環形成炭素数６～３０の芳香族炭化水素基を３つ有するトリアリ
ールシリル基が挙げられる。トリアリールシリル基の炭素数は、１８～３０であることが
好ましい。トリアリールシリル基において、３つの芳香族炭化水素基は、それぞれ同一で
も異なっていてもよい。
【００７６】
　前記一般式（１），（６）～（８）における炭素数１～３０のアルコキシ基は、－ＯＹ
１と表される。このＹ１の例として、上記炭素数１～３０のアルキル基が挙げられる。ア
ルコキシ基は、例えばメトキシ基、エトキシ基、プロポキシ基、ブトキシ基、ペンチルオ
キシ基、ヘキシルオキシ基があげられる。
【００７７】
　前記一般式（１），（６）～（８）における炭素数１～３０のハロアルコキシ基として
は、例えば、上記炭素数１～３０のアルコキシ基が１以上のハロゲン基で置換されたもの
が挙げられる。
【００７８】
　前記一般式（１），（６）～（８）における炭素数７～３０のアラルキル基は、－Ｙ２

－Ｚ２と表される。このＹ２の例として、上記炭素数１～３０のアルキル基に対応するア
ルキレン基が挙げられる。このＺ２の例として、上記環形成炭素数６～３０の芳香族炭化
水素基の例が挙げられる。このアラルキル基において、芳香族炭化水素基部分は炭素数が
６～３０、好ましくは６～２０、より好ましくは６～１２である。また、このアラルキル
基において、アルキル基部分は炭素数が１～３０、好ましくは１～２０、より好ましくは
１～１０、さらに好ましくは１～６である。このアラルキル基としては、例えば、ベンジ
ル基、２－フェニルプロパン－２－イル基、１－フェニルエチル基、２－フェニルエチル
基、１－フェニルイソプロピル基、２－フェニルイソプロピル基、フェニル－ｔ－ブチル
基、α－ナフチルメチル基、１－α－ナフチルエチル基、２－α－ナフチルエチル基、１
－α－ナフチルイソプロピル基、２－α－ナフチルイソプロピル基、β－ナフチルメチル
基、１－β－ナフチルエチル基、２－β－ナフチルエチル基、１－β－ナフチルイソプロ
ピル基、２－β－ナフチルイソプロピル基、１－ピロリルメチル基、２－（１－ピロリル
）エチル基、ｐ－メチルベンジル基、ｍ－メチルベンジル基、ｏ－メチルベンジル基、ｐ
－クロロベンジル基、ｍ－クロロベンジル基、ｏ－クロロベンジル基、ｐ－ブロモベンジ
ル基、ｍ－ブロモベンジル基、ｏ－ブロモベンジル基、ｐ－ヨードベンジル基、ｍ－ヨー
ドベンジル基、ｏ－ヨードベンジル基、ｐ－ヒドロキシベンジル基、ｍ－ヒドロキシベン
ジル基、ｏ－ヒドロキシベンジル基、ｐ－アミノベンジル基、ｍ－アミノベンジル基、ｏ
－アミノベンジル基、ｐ－ニトロベンジル基、ｍ－ニトロベンジル基、ｏ－ニトロベンジ
ル基、ｐ－シアノベンジル基、ｍ－シアノベンジル基、ｏ－シアノベンジル基、１－ヒド
ロキシ－２－フェニルイソプロピル基、１－クロロ－２－フェニルイソプロピル基が挙げ
られる。
【００７９】
　前記一般式（１），（６）～（８）における環形成炭素数６～３０のアリールオキシ基
は、－ＯＺ３と表される。このＺ３の例として、上記環形成炭素数６～３０芳香族炭化水
素基または後述する単環基および縮合環基が挙げられる。このアリールオキシ基としては
、例えば、フェノキシ基が挙げられる。
【００８０】
　前記一般式（１），（６）～（８）におけるハロゲン原子として、フッ素、塩素、臭素
、ヨウ素等が挙げられ、好ましくはフッ素原子である。
【００８１】
　本発明において、「環形成炭素」とは飽和環、不飽和環、又は芳香環を構成する炭素原
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子を意味する。「環形成原子」とはヘテロ環（飽和環、不飽和環、および芳香環を含む）
を構成する炭素原子およびヘテロ原子を意味する。
　また、「水素原子」とは、中性子数が異なる同位体、すなわち、軽水素（ｐｒｏｔｉｕ
ｍ）、重水素（ｄｅｕｔｅｒｉｕｍ）及び三重水素（ｔｒｉｔｉｕｍ）を包含する。
【００８２】
　また、「置換もしくは無置換の」という場合における置換基としては、上述のような芳
香族炭化水素基、芳香族複素環基、アルキル基（直鎖または分岐鎖のアルキル基、シクロ
アルキル基、ハロアルキル基）、アルコキシ基、アリールオキシ基、アラルキル基、ハロ
アルコキシ基、アルキルシリル基、ジアルキルアリールシリル基、アルキルジアリールシ
リル基、トリアリールシリル基、ハロゲン原子、シアノ基、ヒドロキシル基、ニトロ基、
およびカルボキシ基が挙げられる。その他、アルケニル基やアルキニル基も挙げられる。
　ここで挙げた置換基の中では、芳香族炭化水素基、芳香族複素環基、アルキル基、ハロ
ゲン原子、アルキルシリル基、アリールシリル基、シアノ基が好ましく、さらには、各置
換基の説明において好ましいとした具体的な置換基が好ましい。
　「置換もしくは無置換の」という場合における「無置換」とは前記置換基で置換されて
おらず、水素原子が結合していることを意味する。また、本発明において、「置換もしく
は無置換の炭素数ａ～ｂのＸ基」という表現における「炭素数ａ～ｂ」は、Ｘ基が無置換
である場合の炭素数を表すものであり、Ｘ基が置換されている場合の置換基の炭素数は含
めない。
　以下に説明する化合物またはその部分構造において、「置換もしくは無置換の」という
場合についても、上記と同様である。
【００８３】
　本発明の化合物は、２つのカルバゾールまたはアザカルバゾールであるカルバゾール誘
導体（以下、Ｃｚと略記する場合がある。）を連結するＬ３で表される連結基または複合
連結基が、置換基を有さず、かつ連結基または複合連結基の特定の位置で２つのカルバゾ
ール誘導体と結合している。そのため、本発明の化合物であるビスカルバゾール誘導体に
おいては、Ｌ３とＣｚとの間の立体障害が小さく、Ｌ３とＣｚとの平面性が保たれ、Ｃｚ
－Ｌ３－Ｃｚ部位においてπ共役系を拡げることができる。π共役系が拡がることにより
、Ｃｚ－Ｌ３－Ｃｚ部位にＨＯＭＯ（highest occupied molecular orbital，最高被占分
子軌道）が拡がる。そのため、有機ＥＬ素子の有機薄膜層中で本発明の化合物であるビス
カルバゾール誘導体が成膜されて積み重なると、ビスカルバゾール誘導体の分子間のπ電
子の重なりが大きくなり、当該有機薄膜層の正孔輸送性が向上する。
【００８４】
　本発明の化合物において、Ｌ３が、例えばフェニレン基である場合には、一方のＣｚが
結合する部位に対して、他方のＣｚがフェニレンのｐ位（パラ位）で結合している。その
ため、ｍ位（メタ位）やｏ位（オルト位）で結合する場合と比較して、ｐ位で結合する方
がπ電子の共役が切れにくく、π共役系を拡げることができる。この点について、図２Ａ
、図２Ｂ、図３Ａ及び図３Ｂを参照して説明する。図２Ａには、化合物Ａが記載されてい
る。この化合物Ａにおいては、一方のＣｚが結合する部位に対して、他方のＣｚがフェニ
レン基のｐ位（パラ位）で結合している。そして、図２Ｂには、この化合物Ａの分子軌道
図が示されている。図３Ａには、化合物Ｂが記載されている。この化合物Ｂにおいては、
一方のＣｚが結合する部位に対して、他方のＣｚがフェニレン基のｍ位（メタ位）で結合
している。そして、図３Ｂには、この化合物Ｂの分子軌道図が示されている。化合物Ａと
化合物Ｂの分子軌道図を比較すると、化合物Ｂでは、図３Ｂに示されているように、フェ
ニレン基の２位、及び５位の炭素原子の位置でπ電子の共役が切れている。一方で、化合
物Ａでは、図２Ｂに示されているように、フェニレン基においてπ電子の共役が拡がって
いる。
【００８５】
　また、本発明の化合物であるビスカルバゾール誘導体は、一般式（２）～（４）のいず
れかで表される特定構造のＬ３で連結されていることにより、燐光ホスト材料として適度
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は、燐光ホスト材料として好適であり、特に、赤色、黄色、緑色で発光する燐光発光性ド
ーパント材料に適した燐光ホスト材料となる。
【００８６】
　また、本発明の化合物は、Ａ１およびＡ２の少なくともいずれかに、置換もしくは無置
換の含窒素芳香族複素環基を有する。そのため、有機ＥＬ素子の有機薄膜層中に本発明の
化合物を含有させることで、当該有機薄膜層の電子注入性が向上する。したがって、本発
明の化合物を有機ＥＬ素子の発光層に含有させることにより、当該発光層内の電荷バラン
スが向上し、有機ＥＬ素子の発光効率を向上させることができる。
　また、カルバゾールまたはアザカルバゾールのＮ位（９位）に置換もしくは無置換の含
窒素芳香族複素環基を導入することで、含窒素芳香族複素環にＬＵＭＯ（lowest unoccup
ied molecular orbital，最低空分子軌道）が分布する。その結果、Ｃｚ－Ｌ３－Ｃｚ部
位のＨＯＭＯと、当該含窒素芳香族複素環のＬＵＭＯとを分離させることができる。それ
ゆえ、本発明の化合物であるビスカルバゾール誘導体は、正孔および電子に対する耐性が
優れると考えられる。
　さらにまた、本発明の化合物は、前記一般式（１）におけるＡ１およびＡ２の一方が、
置換もしくは無置換の環形成炭素数１～３０の芳香族複素環基であり、他方が、置換もし
くは無置換の環形成炭素数６～３０の芳香族炭化水素基であることも好ましい。すなわち
、
（ａ）前記一般式（１）におけるＡ１が置換もしくは無置換の環形成炭素数１～３０の芳
香族複素環基であり、且つ前記一般式（１）におけるＡ２が置換もしくは無置換の環形成
炭素数６～３０の芳香族炭化水素基である、
または、
（ｂ）前記一般式（１）におけるＡ２が置換もしくは無置換の環形成炭素数１～３０の芳
香族複素環基であり、且つ前記一般式（１）におけるＡ１が置換もしくは無置換の環形成
炭素数６～３０の芳香族炭化水素基である、
ことが好ましい。
【００８７】
　本発明の前記一般式（１），（６）～（８）で表される化合物の具体的な構造としては
、例えば、次のようなものが挙げられる。但し、本発明は、これらの構造の化合物に限定
されない。
【００８８】
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【００８９】
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【化２２】

【００９０】
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【化２３】

【００９１】
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【化２４】

【００９２】
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【化２５】

【００９３】
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【化２６】

【００９４】
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【化２７】

【００９５】
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【化２８】

【００９６】
【化２９】

【００９７】
【化３０】

【００９８】
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【化３１】

【００９９】
【化３２】

【０１００】
【化３３】

【０１０１】
【化３４】

【０１０２】
　本発明の化合物であるビスカルバゾール誘導体の製造方法は、特に限定されず、公知の
方法で製造すればよい。例えば、カルバゾール誘導体と含窒素六員環化合物に対し、「テ
トラへドロン（Ｔｅｔｒａｈｅｄｒｏｎ）、第４０巻（１９８４年）、Ｐ．１４３５～１
４５６」に記載される銅触媒、又は「ジャーナル　オブ　アメリカン　ケミカル　ソサイ
アティ（Ｊｏｕｒｎａｌ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ａｍｅｒｉｃａｎ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｓｏｃ
ｉｅｔｙ）、１２３（２００１）、Ｐ．７７２７～７７２９」に記載されるパラジウム触
媒を用いたカップリング反応で製造することができる。
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【０１０３】
［有機ＥＬ素子用材料］
　本発明の化合物は、有機ＥＬ素子用材料として用いることができる。
　本発明の有機ＥＬ素子用材料は、本発明の化合物を含む。本発明の有機ＥＬ素子用材料
は、本発明の化合物を単独で含んでいても良いし、本発明の化合物に加えて他の化合物を
含んでいても良い。本発明の有機ＥＬ素子用材料は、有機ＥＬ素子の有機薄膜層の形成に
用いることができる。
【０１０４】
［有機ＥＬ素子］
　本発明の有機ＥＬ素子は、陰極と、陽極と、陰極と陽極との間に配置された有機薄膜層
とを有する。有機薄膜層は、一層又は複数層で構成される。
　また、本発明の有機ＥＬ素子において、有機薄膜層のうち少なくとも１層は、発光層で
ある。そのため、有機薄膜層は、例えば、一層の発光層で構成されていてもよいし、正孔
注入層、正孔輸送層、電子注入層、電子輸送層、正孔障壁層、電子障壁層等の公知の有機
ＥＬ素子で採用される層を有していてもよい。有機薄膜層は、無機化合物を含んでいても
よい。
　本発明の化合物は、有機薄膜層に含まれる。有機薄膜層が複数であれば、少なくともい
ずれかの層に本発明の化合物が単独または混合物の成分として含まれている。好ましくは
、発光層が、本発明の化合物を含有する。この場合、発光層は、本発明の化合物をホスト
材料として含み、さらにドーパント材料を含んで構成することが好ましい。
　有機薄膜層は、本発明の化合物を含む有機ＥＬ素子用材料を用いて形成されてもよい。
【０１０５】
　有機ＥＬ素子の代表的な素子構成としては、例えば、次の（ａ）～（ｅ）などの構成を
挙げることができる。
　　（ａ）陽極／発光層／陰極
　　（ｂ）陽極／正孔注入・輸送層／発光層／陰極
　　（ｃ）陽極／発光層／電子注入・輸送層／陰極
　　（ｄ）陽極／正孔注入・輸送層／発光層／電子注入・輸送層／陰極
　　（ｅ）陽極／正孔注入・輸送層／発光層／障壁層／電子注入・輸送層／陰極
　上記の中で（ｄ）の構成が好ましく用いられるが、もちろんこれらに限定されるもので
はない。
　なお、上記「発光層」とは、発光機能を有する有機層であって、ドーピングシステムを
採用する場合、ホスト材料とドーパント材料を含んでいる。このとき、ホスト材料は、主
に電子と正孔の再結合を促し、励起子を発光層内に閉じ込める機能を有し、ドーパント材
料は、再結合で得られた励起子を効率的に発光させる機能を有する。燐光素子の場合、ホ
スト材料は主にドーパントで生成された励起子を発光層内に閉じ込める機能を有する。
　上記「正孔注入・輸送層」は「正孔注入層および正孔輸送層のうちの少なくともいずれ
か１つ」を意味し、「電子注入・輸送層」は「電子注入層および電子輸送層のうちの少な
くともいずれか１つ」を意味する。ここで、正孔注入層および正孔輸送層を有する場合に
は、陽極側に正孔注入層が設けられていることが好ましい。また、電子注入層および電子
輸送層を有する場合には、陰極側に電子注入層が設けられていることが好ましい。
　本発明において電子輸送層といった場合には、発光層と陰極との間に存在する電子輸送
領域の有機層のうち、最も電子移動度の高い有機層をいう。電子輸送領域が一層で構成さ
れている場合には、当該層が電子輸送層である。また、燐光型の有機ＥＬ素子においては
、構成（ｅ）に示すように発光層で生成された励起エネルギーの拡散を防ぐ目的で必ずし
も電子移動度が高くない障壁層を発光層と電子輸送層との間に採用することがあり、発光
層に隣接する有機層が電子輸送層に必ずしも該当しない。
【０１０６】
　図１に、本発明の実施形態における有機ＥＬ素子の一例の概略構成を示す。
　図１に示す有機ＥＬ素子１は、透明な基板２と、陽極３と、陰極４と、陽極３と陰極４



(36) JP 6060095 B2 2017.1.11

10

20

30

40

50

との間に配置された有機薄膜層１０と、を有する。
　有機薄膜層１０は、陽極３側から順に、正孔注入層５、正孔輸送層６、発光層７、電子
輸送層８、電子注入層９を備える。
【０１０７】
（基板）
　本発明の有機ＥＬ素子は、透光性の基板上に作製する。ここでいう透光性基板は有機Ｅ
Ｌ素子を支持する基板であり、４００ｎｍ～７００ｎｍの可視領域の光の透過率が５０％
以上で平滑な基板が好ましい。
　具体的には、ガラス板、ポリマー板等が挙げられる。
　ガラス板としては、特にソーダ石灰ガラス、バリウム・ストロンチウム含有ガラス、鉛
ガラス、アルミノケイ酸ガラス、ホウケイ酸ガラス、バリウムホウケイ酸ガラス、石英等
を原料として用いてなるものを挙げられる。
　またポリマー板としては、ポリカーボネート、アクリル、ポリエチレンテレフタレート
、ポリエーテルサルファイド、ポリサルフォン等を原料として用いてなるものを挙げるこ
とができる。
【０１０８】
（陽極および陰極）
　有機ＥＬ素子の陽極は、正孔を正孔注入層、正孔輸送層または発光層に注入する役割を
担うものであり、４．５ｅＶ以上の仕事関数を有することが効果的である。
　陽極材料の具体例としては、酸化インジウム錫合金（ＩＴＯ）、酸化錫（ＮＥＳＡ）、
酸化インジウム亜鉛酸化物、金、銀、白金、銅等が挙げられる。
　陽極はこれらの電極物質を蒸着法やスパッタリング法等の方法で薄膜を形成させること
により作製することができる。
　本実施形態のように、発光層からの発光を陽極から取り出す場合、陽極の可視領域の光
の透過率を１０％より大きくすることが好ましい。また、陽極のシート抵抗は、数百Ω／
□（オーム／スクエア）以下が好ましい。陽極の膜厚は、材料にもよるが、通常１０ｎｍ
～１μｍ、好ましくは１０ｎｍ～２００ｎｍの範囲で選択される。
【０１０９】
　陰極としては、電子注入層、電子輸送層または発光層に電子を注入する目的で、仕事関
数の小さい材料が好ましい。
　陰極材料は特に限定されないが、具体的にはインジウム、アルミニウム、マグネシウム
、マグネシウム－インジウム合金、マグネシウム－アルミニウム合金、アルミニウム－リ
チウム合金、アルミニウム－スカンジウム－リチウム合金、マグネシウム－銀合金等が使
用できる。
　陰極も、陽極と同様に、蒸着法やスパッタリング法等の方法で薄膜を形成させることに
より作製することができる。また、陰極側から、発光を取り出す態様を採用することもで
きる。
【０１１０】
（発光層）
　有機ＥＬ素子の発光層は電子と正孔の再結合の場を提供し、これを発光につなげる機能
を有する。
　発光層は、分子堆積膜であることが好ましい。
　ここで分子堆積膜とは、気相状態の材料化合物から沈着され形成された薄膜や、溶液状
態または液相状態の材料化合物から固体化され形成された膜のことであり、通常この分子
堆積膜は、ＬＢ法（Langmuir Blodgett法）により形成された薄膜（分子累積膜）とは凝
集構造、高次構造の相違や、それに起因する機能的な相違により区分することができる。
　また、特開昭５７－５１７８１号公報に開示されているように、樹脂等の結着剤と材料
化合物とを溶剤に溶かして溶液とした後、これをスピンコート法等により薄膜化すること
によっても、発光層を形成することができる。
【０１１１】
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（ホスト材料）
　ホスト材料は、本発明の化合物、または本発明の化合物を含む上記本発明の有機ＥＬ素
子用材料であることが好ましい。
　上述のとおり、本発明の化合物であるビスカルバゾール誘導体は、有機ＥＬ素子の有機
薄膜層中で成膜されて積み重なると、ビスカルバゾール誘導体の分子間のπ電子の重なり
が大きくなり、当該有機薄膜層の正孔輸送性が向上する。また、本発明の化合物は、Ａ１

およびＡ２の少なくともいずれかが電子注入特性を有する含窒素複素環基である。そのた
め、本発明の化合物を含む有機薄膜層は、電子注入性も向上する。したがって、本発明の
化合物を有機ＥＬ素子の発光層に含有させることにより、当該発光層内の電荷バランスが
向上し、有機ＥＬ素子の発光効率を向上させることができる。
　また、本発明の化合物によれば、Ｃｚ－Ｌ３－Ｃｚ部位のＨＯＭＯと、当該含窒素芳香
族複素環のＬＵＭＯとを分離できるため、本発明の化合物は、正孔および電子に対する耐
性が優れると考えられる。それゆえ、有機薄膜層中に本発明の化合物を含有させることで
、有機ＥＬ素子の寿命を向上させることができる。
　なお、発光層には、ホスト材料として、本発明の化合物または本発明の有機ＥＬ素子用
材料に加えて、従来公知のホスト材料が含有されていてもよい。
【０１１２】
（ドーパント材料）
　ドーパント材料としては、公知の蛍光型発光を示す蛍光発光性材料または燐光型発光を
示す燐光発光性材料から選ばれる。
　ドーパント材料として用いられる蛍光発光性材料（以下、蛍光ドーパント材料と称する
。）としては、フルオランテン誘導体、ピレン誘導体、アリールアセチレン誘導体、フル
オレン誘導体、硼素錯体、ペリレン誘導体、オキサジアゾール誘導体、アントラセン誘導
体、クリセン誘導体等から選ばれる。好ましくは、フルオランテン誘導体、ピレン誘導体
、硼素錯体が挙げられる。
【０１１３】
　本発明の有機ＥＬ素子のドーパント材料としては、燐光発光性材料が好ましい。ドーパ
ント材料として用いられる燐光発光性材料（以下、燐光ドーパント材料と称する。）は、
金属錯体を含有するものが好ましい。該金属錯体としては、イリジウム（Ｉｒ），白金（
Ｐｔ），オスミウム（Ｏｓ），金（Ａｕ），レニウム（Ｒｅ）、およびルテニウム（Ｒｕ
）から選択される金属原子と配位子とを有するものが好ましい。特に、配位子と金属原子
とが、オルトメタル結合を形成しているオルトメタル化錯体が好ましい。燐光ドーパント
材料としては、燐光量子収率が高く、発光素子の外部量子効率をより向上させることがで
きるという点で、イリジウム（Ｉｒ），オスミウム（Ｏｓ）および白金（Ｐｔ）から選ば
れる金属を含有するオルトメタル化錯体が好ましい。また、発光効率などの観点からフェ
ニルキノリン、フェニルイソキノリン、フェニルピリジン、フェニルピリミジン、フェニ
ルピラジンおよびフェニルイミダゾールから選択される配位子から構成される金属錯体が
好ましい。
　ドーパント材料の発光層における含有量は、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択す
ることができるが、例えば、０．１質量％以上７０質量％以下が好ましく、１質量％以上
３０質量％以下がより好ましい。ドーパント材料の含有量が０．１質量％以上であると十
分な発光が得られ、７０質量％以下であると濃度消光を避けることができる。
　燐光ドーパント材料の具体例を次に示す。
【０１１４】



(38) JP 6060095 B2 2017.1.11

10

20

30

40

【化３５】

【０１１５】
【化３６】

【０１１６】
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【０１１７】
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【０１１８】
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【化３９】

【０１１９】
【化４０】

【０１２０】
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　上述のとおり、本発明の化合物であるビスカルバゾール誘導体は、燐光ホスト材料とし
て適度な三重項エネルギーを有する。そのため、燐光ホスト材料として好適であり、特に
、赤色、黄色、緑色で発光する燐光ドーパント材料に適した燐光ホスト材料となる。
　燐光ドーパント材料は、単独で使用しても良いし、２種以上を併用しても良い。
　発光層に含まれる燐光ドーパント材料の発光波長は特に限定されないが、発光層に含ま
れる前記燐光ドーパント材料のうち少なくとも１種は、発光波長のピークが４９０ｎｍ以
上７００ｎｍ以下であることが好ましく、４９０ｎｍ以上６５０ｎｍ以下であることがよ
り好ましい。発光層の発光色としては、例えば、赤色、黄色、緑色が好ましい。ホスト材
料として本発明の化合物を用い、このような発光波長の燐光ドーパント材料をドープして
発光層を構成することにより、高効率かつ長寿命な有機ＥＬ素子とすることができる。
【０１２１】
（正孔注入層及び正孔輸送層）
　正孔注入層及び正孔輸送層は、発光層への正孔注入を助け、発光領域まで輸送する層で
あって、正孔移動度が大きく、イオン化エネルギーが小さい化合物が用いられる。
　正孔注入層及び正孔輸送層を形成する材料としては、より低い電界強度で正孔を発光層
に輸送する材料が好ましく、例えば、芳香族アミン化合物が好適に用いられる。また、正
孔注入層の材料としては、ポルフィリン化合物、芳香族第三級アミン化合物またはスチリ
ルアミン化合物を用いることが好ましく、特に、ヘキサシアノヘキサアザトリフェニレン
（ＨＡＴ）などの芳香族第三級アミン化合物を用いることが好ましい。
【０１２２】
（電子注入層及び電子輸送層）
　電子注入層及び電子輸送層は、発光層への電子の注入を助け、発光領域まで輸送する層
であって、電子移動度が大きい化合物が用いられる。
　電子注入層及び電子輸送層に用いられる化合物としては、例えば、分子内にヘテロ原子
を１個以上含有する芳香族ヘテロ環化合物が好ましく用いられ、特に含窒素環誘導体が好
ましい。含窒素環誘導体としては、含窒素６員環もしくは５員環骨格を有する複素環化合
物が好ましい。
【０１２３】
　本発明の有機ＥＬ素子において、発光層以外の、正孔注入層、正孔輸送層、電子輸送層
、電子注入層、障壁層等の有機薄膜層には、上述の例示した化合物以外に、従来の有機Ｅ
Ｌ素子において使用される公知のものの中から任意の化合物を選択して用いることができ
る。
【０１２４】
（正孔注入・輸送層）
　正孔注入・輸送層は、発光層への正孔注入を助け、発光領域まで輸送する層であって、
正孔移動度が大きく、イオン化エネルギーが小さい。
　正孔注入・輸送層は、正孔注入層、または正孔輸送層で構成してもよいし、正孔注入層
および正孔輸送層を積層させて構成してもよい。
　正孔注入・輸送層を形成する材料としては、より低い電界強度で正孔を発光層に輸送す
る材料が好ましく、芳香族アミン化合物、例えば、下記一般式（Ａ１）で表わされる芳香
族アミン誘導体が好適に用いられる。
【０１２５】
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【化４１】

【０１２６】
　前記一般式（Ａ１）において、Ａｒ１からＡｒ４までは、それぞれ独立に、
　　環形成炭素数６以上５０以下の芳香族炭化水素基、
　　環形成炭素数２以上４０以下の芳香族複素環基、
　　それら芳香族炭化水素基とそれら芳香族複素環基とを結合させた基、または
　　それら芳香族炭化水素基とそれら芳香族複素環基とを結合させた基
を表す。但し、ここで挙げた芳香族炭化水素基、および芳香族複素環基は、置換基を有し
てもよい。
【０１２７】
　前記一般式（Ａ１）において、Ｌは、連結基であり、
　　環形成炭素数６以上５０以下の２価の芳香族炭化水素基、
　　環形成炭素数５以上５０以下の２価の芳香族複素環基、
　　２個以上の芳香族炭化水素基または芳香族複素環基を
　　　単結合、
　　　エーテル結合、
　　　チオエーテル結合、
　　　炭素数１以上２０以下のアルキレン基、
　　　炭素数２以上２０以下のアルケニレン基、もしくは
　　　アミノ基
　　で結合して得られる２価の基、
を表す。但し、ここで挙げた２価の芳香族炭化水素基、および２価の芳香族複素環基は、
置換基を有してもよい。
【０１２８】
　前記一般式（Ａ１）で表される化合物の具体例を以下に記すが、これらに限定されるも
のではない。
【０１２９】
【化４２】
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【０１３０】
【化４３】

【０１３１】
【化４４】

【０１３２】

【化４５】

【０１３３】
【化４６】

【０１３４】
【化４７】

【０１３５】
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【０１３６】
【化４９】

【０１３７】
　また、下記一般式（Ａ２）で表される芳香族アミンも、正孔注入・輸送層の形成に好適
に用いられる。
【０１３８】
【化５０】

【０１３９】
　前記一般式（Ａ２）において、Ａｒ１からＡｒ３までの定義は前記一般式（Ａ１）のＡ
ｒ１からＡｒ４までの定義と同様である。以下に一般式（Ａ２）で表される化合物の具体
例を記すがこれらに限定されるものではない。
【０１４０】
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【化５１】

【０１４１】
（電子注入・輸送層）
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　電子注入・輸送層は、発光層への電子の注入を助ける層であって、電子移動度が大きい
。電子注入層はエネルギーレベルの急な変化を緩和するなど、エネルギーレベルを調整す
るために設ける。電子注入・輸送層は、電子注入層と電子輸送層とのうちの少なくともい
ずれか一方を備える。
　本実施形態の有機ＥＬ素子においては、発光層と陰極との間に電子注入層を有し、前記
電子注入層は、含窒素環誘導体を主成分として含有することが好ましい。ここで、電子注
入層は電子輸送層として機能する層であってもよい。
　なお、「主成分として」とは、電子注入層が５０質量％以上の含窒素環誘導体を含有し
ていることを意味する。
【０１４２】
　電子注入層に用いる電子輸送性材料としては、分子内に窒素、酸素、硫黄、リンなどの
ヘテロ原子を１個以上含有する芳香族ヘテロ環化合物が好ましく用いられ、特に含窒素環
誘導体が好ましい。また、含窒素環誘導体としては、含窒素６員環もしくは５員環骨格を
有する芳香族環化合物が好ましい。
　この含窒素環誘導体としては、例えば、下記一般式（Ｂ１）で表される含窒素環金属キ
レート錯体が好ましい。
【０１４３】
【化５２】

【０１４４】
　一般式（Ｂ１）におけるＲ２からＲ７までは、それぞれ独立に、
　　水素原子、
　　ハロゲン原子、
　　オキシ基、
　　アミノ基、
　　炭素数１以上４０以下の炭化水素基、
　　アルコキシ基、
　　アリールオキシ基、
　　アルコキシカルボニル基、または、
　　芳香族複素環基であり、
これらは置換基を有してもよい。
　ハロゲン原子としては、フッ素、塩素、臭素、ヨウ素などが挙げられる。また、置換さ
れていてもよいアミノ基の例としては、アルキルアミノ基、アリールアミノ基、アラルキ
ルアミノ基が挙げられる。
【０１４５】
　アルコキシカルボニル基は－ＣＯＯＹ’と表され、Ｙ’の例としては前記アルキル基と
同様のものが挙げられる。アルキルアミノ基およびアラルキルアミノ基は－ＮＱ１Ｑ２と
表される。Ｑ１およびＱ２の具体例としては、独立に、前記アルキル基、前記アラルキル
基（アルキル基の水素原子がアリール基で置換された基）で説明したものと同様のものが
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挙げられ、好ましい例も同様である。Ｑ１およびＱ２の一方は水素原子であってもよい。
なお、アラルキル基は、前記アルキル基の水素原子が前記アリール基で置換された基であ
る。
　アリールアミノ基は－ＮＡｒ１Ａｒ２と表され、Ａｒ１およびＡｒ２の具体例としては
、それぞれ独立に前記非縮合芳香族炭化水素基で説明した基と同様である。Ａｒ１および
Ａｒ２の一方は水素原子であってもよい。
【０１４６】
　上記一般式（Ｂ１）のＭは、アルミニウム（Ａｌ）、ガリウム（Ｇａ）またはインジウ
ム（Ｉｎ）であり、Ｉｎであると好ましい。
　上記一般式（Ｂ１）のＬは、下記一般式（Ｂ２）または（Ｂ３）で表される基である。
【０１４７】
【化５３】

【０１４８】
　前記一般式（Ｂ２）中、Ｒ８からＲ１２までは、それぞれ独立に、
　　水素原子、または炭素数１以上４０以下の炭化水素基であり、互いに隣接する基が環
状構造を形成していてもよい。この炭化水素基は、置換基を有してもよい。
　また、前記一般式（Ｂ３）中、Ｒ１３からＲ２７までは、それぞれ独立に、
　　水素原子、または炭素数１以上４０以下の炭化水素基であり、
互いに隣接する基が環状構造を形成していてもよい。この炭化水素基は、置換基を有して
もよい。
　前記一般式（Ｂ２）および一般式（Ｂ３）のＲ８からＲ１２まで、およびＲ１３からＲ
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２７までが示す炭素数１以上４０以下の炭化水素基としては、前記一般式（Ｂ１）中のＲ
２からＲ７までの具体例と同様のものが挙げられる。
　また、前記一般式（Ｂ２）におけるＲ８からＲ１２まで、および前記一般式（Ｂ３）に
おけるＲ１３からＲ２７までの互いに隣接する基が環状構造を形成した場合の２価の基と
しては、テトラメチレン基、ペンタメチレン基、ヘキサメチレン基、ジフェニルメタン－
２，２’－ジイル基、ジフェニルエタン－３，３’－ジイル基、ジフェニルプロパン－４
，４’－ジイル基などが挙げられる。
【０１４９】
　また、電子輸送層は、下記一般式（Ｂ４）から（Ｂ６）までで表される含窒素複素環誘
導体の少なくともいずれか１つを含有することが好ましい。
【０１５０】
【化５４】

【０１５１】
　前記一般式（Ｂ４）から（Ｂ６）までの式中、Ｒは、
　　水素原子、
　　環形成炭素数６以上６０以下の芳香族炭化水素基、
　　ピリジル基、
　　キノリル基、
　　炭素数１以上２０以下のアルキル基、または
　　炭素数１以上２０以下のアルコキシ基である。
　ｎは０以上４以下の整数である。
【０１５２】
　前記一般式（Ｂ４）から（Ｂ６）までの式中、Ｒ１は、
　　環形成炭素数６以上６０以下の芳香族炭化水素基
　　ピリジル基、
　　キノリル基、
　　炭素数１以上２０以下のアルキル基、または
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　　炭素数１以上２０以下のアルコキシ基である。
【０１５３】
　前記一般式（Ｂ４）から（Ｂ６）までの式中、Ｒ２およびＲ３は、それぞれ独立に、
　　水素原子、
　　環形成炭素数６以上６０以下の芳香族炭化水素基
　　ピリジル基、
　　キノリル基、
　　炭素数１以上２０以下のアルキル基、または
　　炭素数１以上２０以下のアルコキシ基である。
【０１５４】
　前記一般式（Ｂ４）から（Ｂ６）までの式中、Ｌは、
　　環形成炭素数６以上６０以下の芳香族炭化水素基
　　ピリジニレン基、
　　キノリニレン基、または
　　フルオレニレン基である。
【０１５５】
　前記一般式（Ｂ４）から（Ｂ６）までの式中、Ａｒ１は、
　　環形成炭素数６以上６０以下の芳香族炭化水素基
　　ピリジニレン基、
　　キノリニレン基である。
【０１５６】
　前記一般式（Ｂ４）から（Ｂ６）までの式中、Ａｒ２は、
　　環形成炭素数６以上６０以下の芳香族炭化水素基
　　ピリジル基、
　　キノリル基、
　　炭素数１以上２０以下のアルキル基、または
　　炭素数１以上２０以下のアルコキシ基である。
【０１５７】
　前記一般式（Ｂ４）から（Ｂ６）までの式中、Ａｒ３は、
　　環形成炭素数６以上６０以下の芳香族炭化水素基
　　ピリジル基、
　　キノリル基、
　　炭素数１以上２０以下のアルキル基、
　　炭素数１以上２０以下のアルコキシ基、または
　　「－Ａｒ１－Ａｒ２」で表される基（Ａｒ１およびＡｒ２は、それぞれ前記と同じ）
である。
【０１５８】
　また、前記一般式（Ｂ４）から（Ｂ６）までの式中のＲ、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｌ、Ａｒ
１、Ａｒ２、およびＡｒ３の説明で挙げた芳香族炭化水素基、ピリジル基、キノリル基、
アルキル基、アルコキシ基、ピリジニレン基、キノリニレン基、フルオレニレン基は、置
換基を有してもよい。
【０１５９】
　電子注入層または電子輸送層に用いられる電子伝達性化合物としては、８－ヒドロキシ
キノリンまたはその誘導体の金属錯体、オキサジアゾール誘導体、含窒素複素環誘導体が
好適である。上記８－ヒドロキシキノリンまたはその誘導体の金属錯体の具体例としては
、オキシン（一般に８－キノリノールまたは８－ヒドロキシキノリン）のキレートを含む
金属キレートオキシノイド化合物、例えばトリス（８－キノリノール）アルミニウムを用
いることができる。そして、オキサジアゾール誘導体としては、下記のものを挙げること
ができる。
【０１６０】
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【０１６１】
　これらオキサジアゾール誘導体の各一般式中、Ａｒ１７、Ａｒ１８、Ａｒ１９、Ａｒ２

１、Ａｒ２２およびＡｒ２５は、環形成炭素数６以上４０以下の芳香族炭化水素基である
。
　但し、ここで挙げた芳香族炭化水素基は置換基を有してもよい。また、Ａｒ１７とＡｒ
１８、Ａｒ１９とＡｒ２１、Ａｒ２２とＡｒ２５は、互いに同一でも異なっていてもよい
。
　ここで挙げた芳香族炭化水素基としては、フェニル基、ナフチル基、ビフェニル基、ア
ントラニル基、ペリレニル基、ピレニル基などが挙げられる。そして、これらへの置換基
としては炭素数１以上１０以下のアルキル基、炭素数１以上１０以下のアルコキシ基また
はシアノ基などが挙げられる。
【０１６２】
　これらオキサジアゾール誘導体の各一般式中、Ａｒ２０、Ａｒ２３およびＡｒ２４は、
　　環形成炭素数６以上４０以下の２価の芳香族炭化水素基である。
　但し、ここで挙げた芳香族炭化水素基は置換基を有してもよい。
　また、Ａｒ２３とＡｒ２４は、互いに同一でも異なっていてもよい。
　ここで挙げた２価の芳香族炭化水素基としては、フェニレン基、ナフチレン基、ビフェ
ニレン基、アントラニレン基、ペリレニレン基、ピレニレン基などが挙げられる。そして
、これらへの置換基としては炭素数１以上１０以下のアルキル基、炭素数１以上１０以下
のアルコキシ基またはシアノ基などが挙げられる。
【０１６３】
　これらの電子伝達性化合物は、薄膜形成性の良好なものが好ましく用いられる。そして
、これら電子伝達性化合物の具体例としては、下記のものを挙げることができる。
【０１６４】
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【化５６】

【０１６５】
　電子伝達性化合物としての含窒素複素環誘導体は、以下の一般式を有する有機化合物か
らなる含窒素複素環誘導体であって、金属錯体でない含窒素化合物が挙げられる。例えば
、下記一般式（Ｂ７）に示す骨格を含有する５員環もしくは６員環や、下記一般式（Ｂ８
）に示す構造のものが挙げられる。
【０１６６】

【化５７】

【０１６７】
　前記一般式（Ｂ８）中、Ｘは炭素原子もしくは窒素原子を表す。Ｚ１ならびにＺ２は、
それぞれ独立に含窒素ヘテロ環を形成可能な原子群を表す。
【０１６８】
　含窒素複素環誘導体は、さらに好ましくは、５員環もしくは６員環からなる含窒素芳香
多環族を有する有機化合物である。さらには、このような複数窒素原子を有する含窒素芳
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香多環族の場合は、上記一般式（Ｂ７）と（Ｂ８）もしくは上記一般式（Ｂ７）と下記一
般式（Ｂ９）を組み合わせた骨格を有する含窒素芳香多環有機化合物が好ましい。
【０１６９】
【化５８】

【０１７０】
　前記の含窒素芳香多環有機化合物の含窒素基は、例えば、以下の一般式で表される含窒
素複素環基から選択される。
【０１７１】
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【化５９】

【０１７２】
　これら含窒素複素環基の各一般式中、Ｒは、
　　環形成炭素数６以上４０以下の芳香族炭化水素基、
　　環形成炭素数２以上４０以下の芳香族複素環基、
　　炭素数１以上２０以下のアルキル基、または
　　炭素数１以上２０以下のアルコキシ基
である。
　これら含窒素複素環基の各一般式中、ｎは０以上５以下の整数であり、ｎが２以上の整
数であるとき、複数のＲは互いに同一または異なっていてもよい。
【０１７３】
　さらに、好ましい具体的な化合物として、下記一般式（Ｂ１０）で表される含窒素複素
環誘導体が挙げられる。
　ＨＡｒ－Ｌ１－Ａｒ１－Ａｒ２　　・・・（Ｂ１０）
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　前記一般式（Ｂ１０）中、ＨＡｒは、
　　環形成炭素数１以上４０以下の含窒素複素環基である。
　前記一般式（Ｂ１０）中、Ｌ１は、
　　単結合、
　　環形成炭素数６以上４０以下の芳香族炭化水素基、または
　　環形成炭素数２以上４０以下の芳香族複素環基である。
【０１７４】
　前記一般式（Ｂ１０）中、Ａｒ１は、環形成炭素数６以上４０以下の２価の芳香族炭化
水素基である。
　前記一般式（Ｂ１０）中、Ａｒ２は、
　　環形成炭素数６以上４０以下の芳香族炭化水素基、または
　　環形成炭素数２以上４０以下の芳香族複素環基である。
【０１７５】
　また、前記一般式（Ｂ１０）の式中のＨＡｒ、Ｌ１、Ａｒ１、およびＡｒ２の説明で挙
げた含窒素複素環基、芳香族炭化水素基、および芳香族複素環基は置換基を有してもよい
。
【０１７６】
　前記一般式（Ｂ１０）の式中のＨＡｒは、例えば、下記の群から選択される。
【０１７７】
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【０１７８】
　前記一般式（Ｂ１０）の式中のＬ１は、例えば、下記の群から選択される。
【０１７９】

【化６１】

【０１８０】
　前記一般式（Ｂ１０）の式中のＡｒ１は、例えば、下記のアリールアントラニル基から
選択される。
【０１８１】
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【０１８２】
　前記アリールアントラニル基の一般式中、Ｒ１からＲ１４までは、それぞれ独立して、
　　水素原子、
　　ハロゲン原子、
　　炭素数１以上２０以下のアルキル基、
　　炭素数１以上２０以下のアルコキシ基、
　　環形成炭素数６以上４０以下のアリールオキシ基、
　　環形成炭素数６以上４０以下の芳香族炭化水素基、または
　　環形成炭素数２以上４０以下の芳香族複素環基である。
【０１８３】
　前記アリールアントラニル基の一般式中、Ａｒ３は、
　　環形成炭素数６以上４０以下の芳香族炭化水素基、または　
　　環形成炭素数２以上４０以下の芳香族複素環基である。
【０１８４】
　但し、前記アリールアントラニル基の一般式中のＲ１からＲ１４まで、およびＡｒ３の
説明で挙げた芳香族炭化水素基、および芳香族複素環基は、置換基を有してもよい。
　また、Ｒ１からＲ８までは、いずれも水素原子である含窒素複素環誘導体であってもよ
い。
【０１８５】
　前記アリールアントラニル基の一般式中、Ａｒ２は、例えば、下記の群から選択される
。
【０１８６】
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【化６３】

【０１８７】
　電子伝達性化合物としての含窒素芳香多環有機化合物には、この他、下記一般式（Ｂ１
１）で表される化合物（特開平９－３４４８号公報参照）も好適に用いられる。
【０１８８】
【化６４】

【０１８９】
　この含窒素芳香多環有機化合物の一般式（Ｂ１１）中、Ｒ１からＲ４までは、それぞれ
独立に、
　　水素原子、
　　脂肪族基、
　　脂肪族式環基、
　　炭素環式芳香族環基、または
　　複素環基
を表す。但し、ここで挙げた脂肪族基、脂肪族式環基、炭素環式芳香族環基、および複素
環基は、置換基を有してもよい。
　この含窒素芳香多環有機化合物の一般式（Ｂ１１）中、Ｘ１、Ｘ２は、それぞれ独立に
、酸素原子、硫黄原子、またはジシアノメチレン基を表す。
【０１９０】
　また、電子伝達性化合物として、下記一般式（Ｂ１２）で表される化合物（特開２００
０－１７３７７４号公報参照）も好適に用いられる。
【０１９１】

【化６５】
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【０１９２】
　前記一般式（Ｂ１２）中、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３およびＲ４は互いに同一のまたは異なる基
であって、下記一般式（Ｂ１２－１）で表わされる芳香族炭化水素基または縮合芳香族炭
化水素基である。
【０１９３】
【化６６】

【０１９４】
　前記一般式（Ｂ１２－１）中、Ｒ５、Ｒ６、Ｒ７、Ｒ８およびＲ９は互いに同一のまた
は異なる基であって、水素原子、或いはそれらの少なくとも１つが飽和もしくは不飽和ア
ルコキシル基、アルキル基、アミノ基、またはアルキルアミノ基である。
【０１９５】
　さらに、電子伝達性化合物は、該含窒素複素環基または含窒素複素環誘導体を含む高分
子化合物であってもよい。
【０１９６】
　なお、電子注入層または電子輸送層の膜厚は、特に限定されないが、好ましくは、１ｎ
ｍ以上１００ｎｍ以下である。
　また、電子注入層の構成成分としては、含窒素環誘導体の他に、無機化合物として絶縁
体または半導体を使用することが好ましい。電子注入層が絶縁体や半導体で構成されてい
れば、電流のリークを有効に防止して、電子注入性を向上させることができる。
【０１９７】
　このような絶縁体としては、アルカリ金属カルコゲニド、アルカリ土類金属カルコゲニ
ド、アルカリ金属のハロゲン化物およびアルカリ土類金属のハロゲン化物からなる群から
選択される少なくとも一つの金属化合物を使用するのが好ましい。電子注入層がこれらの
アルカリ金属カルコゲニドなどで構成されていれば、電子注入性をさらに向上させること
ができる点で好ましい。具体的に、好ましいアルカリ金属カルコゲニドとしては、例えば
、酸化リチウム（Ｌｉ２Ｏ）、酸化カリウム（Ｋ２Ｏ）、硫化ナトリウム（Ｎａ２Ｓ）、
セレン化ナトリウム（Ｎａ２Ｓｅ）および酸化ナトリウム（Ｎａ２Ｏ）が挙げられる。好
ましいアルカリ土類金属カルコゲニドとしては、例えば、酸化カルシウム（ＣａＯ）、酸
化バリウム（ＢａＯ）、酸化ストロンチウム（ＳｒＯ）、酸化ベリリウム（ＢｅＯ）、硫
化バリウム（ＢａＳ）およびセレン化カルシウム（ＣａＳｅ）が挙げられる。また、好ま
しいアルカリ金属のハロゲン化物としては、例えば、フッ化リチウム（ＬｉＦ）、フッ化
ナトリウム（ＮａＦ）、フッ化カリウム（ＫＦ）、塩化リチウム（ＬｉＣｌ）、塩化カリ
ウム（ＫＣｌ）および塩化ナトリウム（ＮａＣｌ）などが挙げられる。また、好ましいア
ルカリ土類金属のハロゲン化物としては、例えば、フッ化カルシウム（ＣａＦ２）、フッ
化バリウム（ＢａＦ２）、フッ化ストロンチウム（ＳｒＦ２）、フッ化マグネシウム（Ｍ
ｇＦ２）およびフッ化ベリリウム（ＢｅＦ２）などのフッ化物や、フッ化物以外のハロゲ
ン化物が挙げられる。
【０１９８】
　また、半導体としては、バリウム（Ｂａ）、カルシウム（Ｃａ）、ストロンチウム（Ｓ
ｒ）、イッテルビウム（Ｙｂ）、アルミニウム（Ａｌ）、ガリウム（Ｇａ）、インジウム
（Ｉｎ）、リチウム（Ｌｉ）、ナトリウム（Ｎａ）、カドミウム（Ｃｄ）、マグネシウム
（Ｍｇ）、ケイ素（Ｓｉ）、タンタル（Ｔａ）、アンチモン（Ｓｂ）および亜鉛（Ｚｎ）
の少なくとも一つの元素を含む酸化物、窒化物または酸化窒化物などの一種単独または二
種以上の組み合わせが挙げられる。また、電子注入層を構成する無機化合物が、微結晶ま
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たは非晶質の絶縁性薄膜であることが好ましい。電子注入層がこれらの絶縁性薄膜で構成
されていれば、より均質な薄膜が形成されるために、ダークスポットなどの画素欠陥を減
少させることができる。なお、このような無機化合物としては、アルカリ金属カルコゲニ
ド、アルカリ土類金属カルコゲニド、アルカリ金属のハロゲン化物およびアルカリ土類金
属のハロゲン化物などが挙げられる。
　このような絶縁体または半導体を使用する場合、その層の好ましい厚みは、０．１ｎｍ
以上１５ｎｍ以下程度である。また、本発明における電子注入層は、前述の還元性ドーパ
ントを含有していても好ましい。
【０１９９】
（電子供与性ドーパントおよび有機金属錯体）
　本発明の有機ＥＬ素子は、陰極と有機薄膜層との界面領域に電子供与性ドーパントおよ
び有機金属錯体の少なくともいずれかを有することも好ましい。
　このような構成によれば、有機ＥＬ素子における発光輝度の向上や長寿命化が図られる
。
　電子供与性ドーパントとしては、アルカリ金属、アルカリ金属化合物、アルカリ土類金
属、アルカリ土類金属化合物、希土類金属、および希土類金属化合物などから選ばれた少
なくとも一種類が挙げられる。
　有機金属錯体としては、アルカリ金属を含む有機金属錯体、アルカリ土類金属を含む有
機金属錯体、および希土類金属を含む有機金属錯体などから選ばれた少なくとも一種類が
挙げられる。
【０２００】
　アルカリ金属としては、リチウム（Ｌｉ）（仕事関数：２．９３ｅＶ）、ナトリウム（
Ｎａ）（仕事関数：２．３６ｅＶ）、カリウム（Ｋ）（仕事関数：２．２８ｅＶ）、ルビ
ジウム（Ｒｂ）（仕事関数：２．１６ｅＶ）、セシウム（Ｃｓ）（仕事関数：１．９５ｅ
Ｖ）などが挙げられ、仕事関数が２．９ｅＶ以下のものが特に好ましい。これらのうち好
ましくはＫ、Ｒｂ、Ｃｓ、さらに好ましくはＲｂまたはＣｓであり、最も好ましくはＣｓ
である。
　アルカリ土類金属としては、カルシウム（Ｃａ）（仕事関数：２．９ｅＶ）、ストロン
チウム（Ｓｒ）（仕事関数：２．０ｅＶ以上２．５ｅＶ以下）、バリウム（Ｂａ）（仕事
関数：２．５２ｅＶ）などが挙げられ、仕事関数が２．９ｅＶ以下のものが特に好ましい
。
　希土類金属としては、スカンジウム（Ｓｃ）、イットリウム（Ｙ）、セリウム（Ｃｅ）
、テルビウム（Ｔｂ）、イッテルビウム（Ｙｂ）などが挙げられ、仕事関数が２．９ｅＶ
以下のものが特に好ましい。
　以上の金属のうち好ましい金属は、特に還元能力が高く、電子注入域への比較的少量の
添加により、有機ＥＬ素子における発光輝度の向上や長寿命化が可能である。
【０２０１】
　アルカリ金属化合物としては、酸化リチウム（Ｌｉ２Ｏ）、酸化セシウム（Ｃｓ２Ｏ）
、酸化カリウム（Ｋ2Ｏ）などのアルカリ酸化物、フッ化リチウム（ＬｉＦ）、フッ化ナ
トリウム（ＮａＦ）、フッ化セシウム（ＣｓＦ）、フッ化カリウム（ＫＦ）などのアルカ
リハロゲン化物などが挙げられ、フッ化リチウム（ＬｉＦ）、酸化リチウム（Ｌｉ２Ｏ）
、フッ化ナトリウム（ＮａＦ）が好ましい。
　アルカリ土類金属化合物としては、酸化バリウム（ＢａＯ）、酸化ストロンチウム（Ｓ
ｒＯ）、酸化カルシウム（ＣａＯ）およびこれらを混合したストロンチウム酸バリウム（
ＢａxＳｒ1-xＯ）（０＜ｘ＜１）、カルシウム酸バリウム（ＢａxＣａ1-xＯ）（０＜ｘ＜
１）などが挙げられ、ＢａＯ、ＳｒＯ、ＣａＯが好ましい。
　希土類金属化合物としては、フッ化イッテルビウム（ＹｂＦ３）、フッ化スカンジウム
（ＳｃＦ３）、酸化スカンジウム（ＳｃＯ３）、酸化イットリウム（Ｙ２Ｏ３）、酸化セ
リウム（Ｃｅ２Ｏ３）、フッ化ガドリニウム（ＧｄＦ３）、フッ化テルビウム（ＴｂＦ３

）などが挙げられ、ＹｂＦ３、ＳｃＦ３、ＴｂＦ３が好ましい。
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【０２０２】
　有機金属錯体としては、上記の通り、それぞれ金属イオンとしてアルカリ金属イオン、
アルカリ土類金属イオン、希土類金属イオンの少なくとも一つ含有するものであれば特に
限定はない。また、配位子にはキノリノール、ベンゾキノリノール、アクリジノール、フ
ェナントリジノール、ヒドロキシフェニルオキサゾール、ヒドロキシフェニルチアゾール
、ヒドロキシジアリールオキサジアゾール、ヒドロキシジアリールチアジアゾール、ヒド
ロキシフェニルピリジン、ヒドロキシフェニルベンゾイミダゾール、ヒドロキシベンゾト
リアゾール、ヒドロキシフルボラン、ビピリジル、フェナントロリン、フタロシアニン、
ポルフィリン、シクロペンタジエン、β－ジケトン類、アゾメチン類、およびそれらの誘
導体などが好ましいが、これらに限定されるものではない。
【０２０３】
　電子供与性ドーパントおよび有機金属錯体の添加形態としては、界面領域に層状または
島状に形成することが好ましい。形成方法としては、抵抗加熱蒸着法により電子供与性ド
ーパントおよび有機金属錯体の少なくともいずれかを蒸着しながら、界面領域を形成する
発光材料や電子注入材料である有機物を同時に蒸着させ、有機物中に電子供与性ドーパン
トおよび有機金属錯体還元ドーパントの少なくともいずれかを分散する方法が好ましい。
分散濃度はモル比で有機物：電子供与性ドーパント，有機金属錯体＝１００：１から１：
１００まで、好ましくは５：１から１：５までである。
　電子供与性ドーパントおよび有機金属錯体の少なくともいずれかを層状に形成する場合
は、界面の有機層である発光材料や電子注入材料を層状に形成した後に、電子供与性ドー
パントおよび有機金属錯体の少なくともいずれかを単独で抵抗加熱蒸着法により蒸着し、
好ましくは層の厚み０．１ｎｍ以上１５ｎｍ以下で形成する。
　電子供与性ドーパントおよび有機金属錯体の少なくともいずれかを島状に形成する場合
は、界面の有機層である発光材料や電子注入材料を島状に形成した後に、電子供与性ドー
パントおよび有機金属錯体の少なくともいずれかを単独で抵抗加熱蒸着法により蒸着し、
好ましくは島の厚み０．０５ｎｍ以上１ｎｍ以下で形成する。
　また、本発明の有機ＥＬ素子における、主成分と電子供与性ドーパントおよび有機金属
錯体の少なくともいずれかとの割合としては、モル比で主成分：電子供与性ドーパント，
有機金属錯体＝５：１から１：５までであると好ましく、２：１から１：２までであると
さらに好ましい。
【０２０４】
（有機ＥＬ素子の各層の形成方法）
　本発明の有機ＥＬ素子の各層の形成方法は特に限定されない。従来公知の真空蒸着法、
スピンコーティング法等による形成方法を用いることができる。本発明の有機ＥＬ素子に
用いる、有機薄膜層は、真空蒸着法、分子線蒸着法（ＭＢＥ法、ＭＢＥ; Ｍｏｌｅｃｕｌ
ａｒ　Ｂｅａｍ　Ｅｐｉｔａｘｙ）あるいは溶媒に解かした溶液のディッピング法、スピ
ンコーティング法、キャスティング法、バーコート法、ロールコート法等の塗布法による
公知の方法で形成することができる。
【０２０５】
（有機ＥＬ素子の各層の膜厚）
　発光層の膜厚は、好ましくは５ｎｍ以上５０ｎｍ以下、より好ましくは７ｎｍ以上５０
ｎｍ以下、最も好ましくは１０ｎｍ以上５０ｎｍ以下である。発光層の膜厚を５ｎｍ以上
とすることで、発光層を形成し易くなり、色度を調整し易くなる。発光層の膜厚を５０ｎ
ｍ以下とすることで、駆動電圧の上昇を抑制できる。
　その他の各有機薄膜層の膜厚は特に制限されないが、通常は数ｎｍから１μｍの範囲が
好ましい。このような膜厚範囲とすることで、膜厚が薄すぎることに起因するピンホール
等の欠陥を防止するとともに、膜厚が厚すぎることに起因する駆動電圧の上昇を抑制し、
効率の悪化を防止できる。
【０２０６】
[実施形態の変形]
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　なお、本発明は、上述の実施形態に限定されるものではなく、本発明の目的を達成でき
る範囲での変更、改良などは、本発明に含まれるものである。
【０２０７】
　有機ＥＬ素子の構成は、図１に示した有機ＥＬ素子１の構成例に限定されない。例えば
、発光層の陽極側に電子障壁層を、発光層の陰極側に正孔障壁層を、それぞれ設けてもよ
い。これにより、電子や正孔を発光層に閉じ込めて、発光層における励起子の生成確率を
高めることができる。
【０２０８】
　また、発光層は、１層に限られず、複数の発光層が積層されていてもよい。有機ＥＬ素
子が複数の発光層を有する場合、少なくとも１つの発光層が本発明のビスカルバゾール誘
導体を含んでいることが好ましい。
　また、有機ＥＬ素子が複数の発光層を有する場合、これらの発光層が互いに隣接して設
けられていてもよいし、その他の層（例えば、電荷発生層）を介して積層されていてもよ
い。
【実施例】
【０２０９】
　次に、実施例および比較例を挙げて本発明をさらに詳しく説明するが、本発明はこれら
の実施例の記載内容に何ら制限されるものではない。
【０２１０】
＜化合物の合成＞
・合成例１（化合物Ｈ１の合成）
　化合物Ｈ１の合成方法を、以下、中間体の合成方法を含めて説明する。
【０２１１】
・合成例（１－１）：中間体１の合成
　まず、中間体１の合成方法を説明する。中間体１の合成スキームを次に示す。
【０２１２】
【化６７】

【０２１３】
　アルゴン気流下、４－ブロモ－１－ヨードベンゼン（１１．３ｇ、４０ｍｍｏｌ）、９
－フェニルカルバゾリル－３－ボロン酸（１１．５ｇ、４０ｍｍｏｌ）、テトラキス（ト
リフェニルホスフィン）パラジウム（１．３９ｇ、１．２ｍｍｏｌ）、トルエン（１２０
ｍＬ）、および２Ｍ炭酸ナトリウム水溶液（６０ｍＬ）を順次加えて、８時間加熱還流し
た。
　室温まで反応液を冷却した後、有機層を分離し、有機溶媒を減圧下留去した。得られた
残渣をシリカゲルカラムクロマトグラフィーにて精製し、中間体１（１１．０ｇ、収率６
９％）を得た。ＦＤ－ＭＳ（フィールドディソープションマススペクトル。以下、ＦＤ－
ＭＳと略記する。）の分析により、中間体１と同定した。
【０２１４】
・合成例（１－２）：中間体２の合成
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　次いで、中間体２の合成方法を説明する。中間体２の合成スキームを次に示す。
【０２１５】
【化６８】

【０２１６】
　アルゴン気流下、中間体１（１０ｇ、２５ｍｍｏｌ）、ビス（ピナコラト）ジボロン（
８．３ｇ、３３ｍｍｏｌ）、［１，１’－ビス（ジフェニルホスフィノ）フェロセン］パ
ラジウム（ＩＩ）ジクロリドジクロロメタン付加物（０．６２ｇ、０．７５ｍｍｏｌ）、
酢酸カリウム（７．４ｇ、７５ｍｍｏｌ）、およびＮ，Ｎ－ジメチルホルムアミド（１７
０ｍＬ）を順次加えて、８時間加熱還流した。
　室温まで反応液を冷却した後、有機層を分離し、有機溶媒を減圧下留去した。得られた
残渣をシリカゲルカラムクロマトグラフィーにて精製し、中間体２（１０ｇ、収率９１％
）を得た。ＦＤ－ＭＳの分析により、中間体２と同定した。
【０２１７】
・合成例（１－３）：中間体３の合成
　次いで、中間体３の合成方法を説明する。中間体３の合成スキームを次に示す。
【０２１８】

【化６９】

【０２１９】
　上記合成例（１－１）の中間体１の合成において、４－ブロモ－１－ヨードベンゼンの
代わりに３－ブロモカルバゾールを用い、９－フェニルカルバゾリル－３－ボロン酸の代
わりに中間体２を用いて、同様の方法で合成した。ＦＤ－ＭＳの分析により、中間体３と
同定した。
【０２２０】
・合成例（１－４）：化合物Ｈ１の合成
　化合物Ｈ１の合成スキームを次に示す。
【０２２１】
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【化７０】

【０２２２】
　アルゴン気流下、中間体３（１．６ｇ、３．９ｍｍｏｌ）、２，６－ジフェニルピリミ
ジン－４－クロリド（１．０ｇ、３．９ｍｍｏｌ）、トリス（ジベンジリデンアセトン）
ジパラジウム（０．０７１ｇ、０．０７８ｍｍｏｌ）、トリ－ｔ－ブチルホスホニウムテ
トラフルオロほう酸塩（０．０９１ｇ、０．３１ｍｍｏｌ）、ｔ－ブトキシナトリウム（
０．５３ｇ、５．５ｍｍｏｌ）、および無水トルエン（２０ｍＬ）を順次加えて、８時間
加熱還流した。
　室温まで反応液を冷却した後、有機層を分離し、有機溶媒を減圧下留去した。得られた
残渣をシリカゲルカラムクロマトグラフィーにて精製し、０．８８ｇの白色固体を得た。
得られた化合物について、ＦＤ－ＭＳを行った結果、化合物Ｈ１と同定した。
ＦＤ－ＭＳ：
ｃａｌｃｄ　ｆｏｒ　Ｃ52Ｈ34Ｎ4＝714，ｆｏｕｎｄ　ｍ／ｚ＝714（Ｍ＋，100）
【０２２３】
・合成例２（化合物Ｈ２の合成）
　化合物Ｈ２の合成方法を説明する。化合物Ｈ２の合成スキームを次に示す。
【０２２４】

【化７１】

【０２２５】
　アルゴン気流下、中間体３（１．６ｇ、３．９ｍｍｏｌ）、２，６－ジフェニルトリア
ジン－４―クロリド（１．０ｇ、３．９ｍｍｏｌ）、トリス（ジベンジリデンアセトン）
ジパラジウム（０．０７１ｇ、０．０７８ｍｍｏｌ）、トリ－ｔ－ブチルホスホニウムテ
トラフルオロほう酸塩（０．０９１ｇ、０．３１ｍｍｏｌ）、ｔ－ブトキシナトリウム（
０．５３ｇ、５．５ｍｍｏｌ）、および無水トルエン（２０ｍＬ）を順次加えて、８時間
加熱還流した。
　室温まで反応液を冷却した後、有機層を分離し、有機溶媒を減圧下留去した。得られた
残渣をシリカゲルカラムクロマトグラフィーにて精製し、０．７８ｇの白色固体を得た。
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得られた化合物について、ＦＤ－ＭＳを行った結果、化合物Ｈ２と同定した。
ＦＤ－ＭＳ：
ｃａｌｃｄ　ｆｏｒ　Ｃ51Ｈ33Ｎ5＝715，ｆｏｕｎｄ　ｍ／ｚ＝715（Ｍ＋，100）
【０２２６】
・合成例３（化合物Ｈ３の合成）
　化合物Ｈ３の合成方法を説明する。化合物Ｈ３の合成スキームを次に示す。
【０２２７】
【化７２】

【０２２８】
　アルゴン気流下、中間体３（１．６ｇ、３．９ｍｍｏｌ）、中間体４（１．５ｇ、３．
９ｍｍｏｌ）、トリス（ジベンジリデンアセトン）ジパラジウム（０．０７１ｇ、０．０
７８ｍｍｏｌ）、トリ－ｔ－ブチルホスホニウムテトラフルオロほう酸塩（０．０９１ｇ
、０．３１ｍｍｏｌ）、ｔ－ブトキシナトリウム（０．５３ｇ、５．５ｍｍｏｌ）、およ
び無水トルエン（２０ｍＬ）を順次加えて、８時間加熱還流した。
　室温まで反応液を冷却した後、有機層を分離し、有機溶媒を減圧下留去した。得られた
残渣をシリカゲルカラムクロマトグラフィーにて精製し、１．１ｇの固体を得た。得られ
た化合物について、ＦＤ－ＭＳを行った結果、化合物Ｈ３と同定した。
ＦＤ－ＭＳ：
ｃａｌｃｄ　ｆｏｒ　Ｃ57Ｈ37Ｎ5＝791，ｆｏｕｎｄ　ｍ／ｚ＝791（Ｍ＋，100）
【０２２９】
・合成例４（化合物Ｈ４の合成）
　化合物Ｈ４の合成方法を、以下、中間体の合成方法を含めて説明する。
【０２３０】
・合成例（４－１）：中間体５の合成
　まず、中間体５の合成方法を説明する。中間体５の合成スキームを次に示す。
【０２３１】

【化７３】

【０２３２】
　中間体１の合成において、４－ブロモ－１－ヨードベンゼンの代わりに２－ブロモカル
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同様の方法で合成した。ＦＤ－ＭＳの分析により、中間体５と同定した。
【０２３３】
・合成例（４－２）：化合物Ｈ４の合成
　化合物Ｈ４の合成スキームを次に示す。
【０２３４】
【化７４】

【０２３５】
　アルゴン気流下、中間体５（１．６ｇ、３．９ｍｍｏｌ）、２，６－ジフェニルトリア
ジン－４－クロリド（１．０ｇ、３．９ｍｍｏｌ）、トリス（ジベンジリデンアセトン）
ジパラジウム（０．０７１ｇ、０．０７８ｍｍｏｌ）、トリ－ｔ－ブチルホスホニウムテ
トラフルオロほう酸塩（０．０９１ｇ、０．３１ｍｍｏｌ）、ｔ－ブトキシナトリウム（
０．５３ｇ、５．５ｍｍｏｌ）、および無水トルエン（２０ｍＬ）を順次加えて、８時間
加熱還流した。
　室温まで反応液を冷却した後、有機層を分離し、有機溶媒を減圧下留去した。得られた
残渣をシリカゲルカラムクロマトグラフィーにて精製し、０．８０ｇの白色固体を得た。
得られた化合物について、ＦＤ－ＭＳを行った結果、化合物Ｈ４と同定した。
ＦＤ－ＭＳ：
ｃａｌｃｄ　ｆｏｒ　Ｃ51Ｈ33Ｎ5＝715，ｆｏｕｎｄ　ｍ／ｚ＝715（Ｍ＋，100）
【０２３６】
＜有機ＥＬ素子の作製及び発光性能評価＞
　実施例および比較例で用いた化合物を次に示す。
【０２３７】
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【化７５】

【０２３８】
【化７６】

【０２３９】
【化７７】

【０２４０】
（有機ＥＬ素子の製造）
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・実施例１
　２５ｍｍ×７５ｍｍ×厚さ１．１ｍｍのＩＴＯ透明電極付きガラス基板（ジオマティッ
ク株式会社製）をイソプロピルアルコール中で超音波洗浄を５分間行なった後、ＵＶオゾ
ン洗浄を３０分間行った。
　洗浄後の透明電極ライン付きガラス基板を真空蒸着装置の基板ホルダーに装着し、まず
透明電極ラインが形成されている側の面上に前記透明電極を覆うようにして上記電子受容
性（アクセプター）化合物Ｃ－１を蒸着し、膜厚５ｎｍの化合物Ｃ－１膜を成膜した。
　この化合物Ｃ－１膜上に、第１正孔輸送材料として上記芳香族アミン誘導体（化合物Ｘ
１）を蒸着し、膜厚６５ｎｍの第１正孔輸送層を成膜した。
　この第１正孔輸送層上に、第２正孔輸送材料として上記芳香族アミン誘導体（化合物Ｘ
２）を蒸着し、膜厚１０ｎｍの第２正孔輸送層を成膜した。
　さらに、この第２正孔輸送層上に、ホスト材料として前記合成実施例１で得た化合物Ｈ
１と、燐光ドーパント材料として上記化合物Ｉｒ（ｂｚｑ）３とを共蒸着し、膜厚２５ｎ
ｍの発光層を成膜した。この発光層内における化合物Ｉｒ（ｂｚｑ）３の濃度は１０．０
質量％であった。化合物Ｉｒ（ｂｚｑ）３は、黄色発光を示す燐光発光性材料である。
　そして、この発光層上に、上記化合物ＥＴを蒸着し、膜厚３５ｎｍの化合物ＥＴ膜を成
膜した。この化合物ＥＴ膜は、電子輸送層として機能する。
　次に、化合物ＥＴ膜上に、ＬｉＦを成膜速度０．１オングストローム／ｍｉｎで蒸着し
、電子注入性電極（陰極）としての膜厚１ｎｍのＬｉＦ膜を形成した。
　このＬｉＦ膜上に、金属Ａｌを蒸着し、膜厚８０ｎｍの金属陰極を形成した。
　このようにして、実施例１の有機ＥＬ素子を作製した。
【０２４１】
・実施例２～実施例４および比較例１～比較例４
　実施例２～実施例４および比較例１～比較例４の有機ＥＬ素子は、実施例１において、
発光層のホスト材料として、化合物Ｈ１の代わりに表１に記載の化合物を用いて発光層を
形成した以外は実施例１と同様にして作製した。
【０２４２】
（有機ＥＬ素子の発光特性評価）
　作製した有機ＥＬ素子に対し電流密度が１ｍＡ／ｃｍ２となるように室温下で電圧を印
加し、そのときのＥＬ発光スペクトルを分光放射輝度計（ＣＳ－１０００：コニカミノル
タ社製）にて計測した。得られた分光放射輝度スペクトルから、電流効率（ｃｄ／Ａ）を
測定した。
【０２４３】
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【表１】

【０２４４】
　表１のように、実施例１～実施例４の有機ＥＬ素子は、比較例１～比較例４の有機ＥＬ
素子に比べて高い発光効率で発光した。比較例１～比較例３の有機ＥＬ素子の発光効率が
低くなったのは、ホスト材料として用いた化合物ＰＨ１～ＰＨ３の正孔輸送特性が、実施
例１～実施例４で化合物Ｈ１～Ｈ４に比べて低かったためと考えられる。また、比較例４
の有機ＥＬ素子の発光効率が低くなったのは、化合物ＰＨ４は、含窒素六員環を有してお
らず、正孔輸送特性が高くなりすぎたために、発光層内の正孔と電子とのバランスが崩れ
たためと考えられる。
　化合物ＰＨ１～ＰＨ４の正孔輸送特性については、具体的には次のように考えられる。
　比較例１の有機ＥＬ素子で用いた化合物ＰＨ１は、２つのカルバゾールをピリジン環に
よって連結した構造を有する。このピリジン環は、一方のＣｚが結合する部位に対して、
他方のＣｚがピリジン環のｍ位で結合する。そのため、化合物ＰＨ１では、２つのカルバ
ゾール同士の共役が切断されてπ共役系が拡がらず、ＨＯＭＯが拡がらない。それゆえ、
化合物ＰＨ１は、充分な正孔輸送特性を示さなかったと考えられる。
　比較例２の有機ＥＬ素子で用いた化合物ＰＨ２の場合は、２つのカルバゾールをフェニ
レン基で連結した構造を有する。このフェニレン基は、一方のＣｚが結合する部位に対し
て、他方のＣｚがフェニレンのｐ位で結合する。しかし、化合物ＰＨ２のカルバゾール同
士を連結するフェニレン基は、置換基を有しており、この置換基がカルバゾール同士の平
面性を失わせ、共役を切断する。それゆえ、化合物ＰＨ２も、上記化合物ＰＨ１と同様に
、充分な正孔輸送特性を示さなかったと考えられる。
　比較例３の有機ＥＬ素子で用いた化合物ＰＨ３は、カルバゾール同士をｍ－フェニレン
で結合したものである。この化合物も上記の説明と同容に、２つのカルバゾール同士の共
役が切断されてπ共役系が拡がらず、ＨＯＭＯが拡がらない。それゆえ、化合物ＰＨ３は
、充分な正孔輸送特性を示さなかったと考えられる。
　比較例４の有機ＥＬ素子で用いた化合物ＰＨ４は、２つのカルバゾールをｐ－フェニレ
ン基で連結したものであるが、比較例４の有機ＥＬ素子は、低い発光効率を示した。これ
は、化合物ＰＨ４がＣｚのＮ位に含窒素芳香族複素環基を有さず、正孔輸送特性が高くな
ってしまったために、比較例４の有機ＥＬ素子の発光層内が正孔過剰になっていると推察
される。
【産業上の利用可能性】
【０２４５】
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　本発明の化合物は、有機ＥＬ素子用材料として利用できる。また、本発明の化合物を用
いた有機ＥＬ素子は、表示装置や照明装置における発光素子として利用できる。
【符号の説明】
【０２４６】
　　　１…有機ＥＬ素子、２…基板、３…陽極、４…陰極、５…正孔注入層、６…正孔輸
送層、７…発光層、８…電子輸送層、９…電子注入層、１０…有機薄膜層。

【図１】 【図２Ａ】

【図２Ｂ】
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